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(Ranson, 2001)。我々は日常、生活時間の約 9 割を室内で過ごしており、そのうち約 6～8 割
の時間を住宅の中で過ごしている(塩津ら, 1998)。そのため、シェルター内の空気の質、つまり
室内空気質(Indoor Air Quality: IAQ)が健康的であることは、日常生活の大半をその中で過ご
す我々にとって、非常に重要かつ普遍的なことである。 
居住環境の室内空気質に影響をおよぼす因子として、1994 年に国際連合の専門委員会は、表







図 1-1 に示すように、1997 年に公表された世界保健機関(World Health Organization: WHO)
の報告書(WHO, 1997)によると、室内空気中で高濃度の粒子状物質に曝露することにより、毎
年 280 万人が死亡しており、そのうち 90％が発展途上国であると推定されている。また、1999
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頭がん、肺がん（特に石炭燃焼）の増加に関連している堅実な証拠があることから、世界中の







る。表 1-3 にその概要を示す。表 1-3 から明らかなように、先進工業国では、建材や家具から
放散されるホルムアルデヒドや揮発性有機化合物 (Volatile Organic Compounds: VOCs)など
の化学物質が室内空気汚染物質として重要であることがわかる。 
現在、世界中で約 7 万から 8 万種類、我が国では約 5 万種類の化学物質が流通している。そ



































表 1-1 室内空気中に存在して健康影響を及ぼす可能性のある因子  
第１章 序論 
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表 1-2 室内空気汚染物質とその汚染源および健康影響 (USEPA, 1989) 
室内空気汚染物質  汚染源  健康影響  
環境たばこ煙  喫煙  発がん、粘膜刺激、慢性および急性呼吸器系影
響、循環器系影響、感染症  









   





















   
殺虫剤  室内外の殺虫剤散布  神経毒性、肝機能障害、生殖影響  











   





   
二酸化硫黄  硫黄含有燃料の燃焼  喘息患者の肺機能の低下（気道抵抗の増加と粒
子状物質の複合影響）、動物における肺機能の
低下  
   
粒子状物質  燃焼器具、環境たばこ煙  発がん（粒子の吸着された煤煙と多環芳香族炭
化水素）、呼吸器組織と目の刺激、単独および
二酸化硫黄との複合による肺機能の低下  




   
発じん、調理によるエ
アロゾル  
個人活動  不定（刺激から発がんまでの可能性あり）  
 
第１章 序論 
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表1-3 先進工業国における主要な空気汚染物質と汚染源（WHO, 2000） 




オゾン  光化学反応  
花粉  森林、草木、雑草、植物  
鉛(Pb)、マンガン(Mn) 自動車  









二酸化炭素  燃料燃焼、新陳代謝活動  
浮遊粒子状物質(SPM) 間接喫煙(ETS)、再浮遊物、揮発物や燃焼物が凝縮





胞子  細菌、カビ  
   
ラドン  土壌、建築材料、水  
ホルムアルデヒド  断熱材、家具、間接喫煙(ETS) 
アスベスト  難燃材、不燃材、断熱材  




揮発性有機化合物(VOCs) 接着剤、溶剤、調理、化粧品  
水銀  殺菌剤、塗料、水銀含有製品の破損  
煙霧質  家庭用品、ハウスダスト  
室内  
 




























図 1-1 室内空気汚染による年間死亡者数の比率 
第１章 序論 
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WHO 欧州地域事務局 (WHO Europe, 1982)によると、 




































WHO 欧州地域事務局 (WHO Europe, 1989)が、室内有機汚染物質を化合物の沸点を指標に












表 2-1 室内有機汚染物質の分類  
分類 Description 略記 沸点の範囲(℃)a
1 超揮発性有機化合物
Very Volatile Organic Compounds
VVOCs < 0 ～ 50-100
2 揮発性有機化合物
Volatile Organic Compounds
VOCs 50-100 ～ 240-260
3 準揮発性有機化合物
Semi Volatile Organic Compounds
SVOCs 240-260 ～ 380-400
4 粒子状有機化合物
Organic Compounds associated with
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5) 総揮発性有機化合物（TVOC: Total Volatile Organic Compound） 
一般的な概念は、個々の VOCs 総量である。欧州共同研究 (ECA, 1997)が測定方法を提案し
ている。2003 年に制定された日本工業規格 JIS A 1901 では、「ガスクロマトグラフで分析され
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候群に関する医学的知見の整理～」の公表について, 平成 16 年 2 月 27 日 
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因子との関連性については、既往の研究が多数報告されている(逢坂ら, 1985; Ishizaki et al., 
1987; 由良ら, 1988; Cuijpers et al., 1995; Volkmer et al., 1995; 木村ら, 1996; Peat et al., 
1996; William et al., 1997; 坂口, 1998; 高島, 1998; 吉川, 1998; 佐々木, 1999; Mutius, 2000; 










































真鍋ら(2001)は、1998 年 8 月から 9 月にかけて、熊谷市を中心とした埼玉県北部の一戸建住





西條ら(2002)は、2001 年 4 月から同年 7 月にかけて、札幌近郊の新築・改築数年以内の住宅
1,775 軒の居住者に対して自記式のアンケート調査を実施している。皮膚、眼、鼻、のど、胸、
第３章 居住環境に関わる環境因子と健康影響 
 - 25 - 
精神・神経症状、体温・汗の症状、泌尿生殖器症状、関節症状、消化器症状のうち、新築また
は改築後に発症・悪化した症状が 1 個の場合を「発症・悪化群」、2 個以上の場合を「多訴群」
と定義した結果、回答者 564 人（男性 465 人、女性 96 人、不明 3 人、平均年齢 44 歳)のうち、
有訴率は「症状あり」37.2%、「発症・悪化群」16.7%、「多訴群」10.1%であった。 
東ら(2004)は、2002 年 8 月に埼玉県内でランダム抽出した住宅 3,000 世帯の全居住者に対し
て自記式のアンケート調査を実施している。回答を得た 2,368 世帯の回答者 7,395 人（男性
3,656 人、女性 3,730 人、不明 9 人)について、眼がちかちかする、涙がでる、鼻づまり、鼻水、
のどが渇きやすい、咳き込みやすい、湿疹がでる、吐き気がする、頭痛、めまい、動悸がする、
息がしにくいなど、最近家の中でいずれかの症状を感じる居住者は 24.7%であったと報告して
いる。このように、1998 年から 2002 年にかけて、地域ベースでの疫学調査がなされている。 
全国規模の疫学調査は数少ない。子安ら(2004a)は、2001 年 1 月から 2002 年 12 月にかけて、
東京都品川区全公立小学校児童、岐阜県内の一部公立小学校児童、昭和大学小児科外来、岐阜
県、山口県および北海道の調査協力医院を受診した患者とその保護者 15,908 人(成人 8,737 人、






有訴率は 8.5%(女性 9.3%、男性 4.3%)、小児の有訴率は 4.6%であった。 
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宅の環境が影響していると思う」を SHS1、何らかの症状が１つ以上「いつもある」または「時々
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いくつか報告されている(西條ら, 2002; 岸ら, 2005; 岸ら, 2006)。 
 
(5) 化学物質、真菌の気中濃度、ダニアレルゲン量(Der1) 

















ストレス(子安ら, 2004b; 岸ら, 2006)、睡眠時間の短さ(子安ら 2004b)、アレルギー体質(子
安ら 2004b)、性別（女性）(吉良, 2003; 岸ら, 2006)とシックハウス様症状との関連性が報告さ
れている。 
 
3-3-3. シックハウス様症状に関連する環境因子について  
室内の気中濃度を直接測定し、シックハウス様症状との関連性を解析した研究がいくつか報





















いる(Elliott et al., 2001)。シックハウス様症状との関連性について調査した研究例は極めて少
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に影響する可能性もあるが、微生物自体が 3-メチルフランやブタン-1-オールなどの揮発性有機
化合物を発生することが最近の研究で明らかとなっている(Wessen et al., 1996)。このような
物質は、微生物由来揮発性有機化合物(MVOC: Microbial Volatile Organic Compounds)と呼ば
れている。MVOC に関する研究報告は少なく、どのような微生物からどのような MVOC が発
生しているかということや、その分析技術に関する研究が中心である(朴ら, 2002; 朴ら, 2004)。
スウェーデンでシックビルディング症候群が発生している建物において、室内の方が屋外より
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図 4-１ 室内空気汚染に関連する新聞記事の年次推移 
第４章 我が国の室内空気質規制の現状と課題 













































































● 住宅の新省エネ基準告示(通産省, 建設省; 1992)
● ホルムアルデヒド室内濃度指針値(厚生省; 1997)
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4-3-1-1. 特定建築物および事務所の衛生基準に関する法律  
我が国では 1970 年に「建築物における衛生的環境の確保に関する法律（建築物衛生法）」が
制定された。この法律は、延べ面積が 3,000 ㎡以上である建築物及び 8,000 ㎡以上の学校（総
じて以下、特定建築物）が対象であった。空気環境基準として、浮遊粉じん量、一酸化炭素濃










対して行政指導を行った(林野庁, 1970; 林野庁, 1971)。そして 1980 年代に関係省庁は、合板
やパーティクルボード等の木質建材から放散されるホルムアルデヒド放散量の規格(JIS, JAS)
を定めた。 
1960 年代から 1970 年代にかけて、衣類やスプレー剤等の日用品から放散される化学物質に
よる健康被害が発生した。そして、日用品等に含まれる化学物質よる健康影響に関する調査結








4-3-1-3. ホルムアルデヒド濃度の実態調査と室内濃度指針値－1980 年代～1990 年代－  
松村ら(1980)は、住宅におけるホルムアルデヒド濃度の実態調査を行った。結果は、一般家
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による目の刺激と診断された居住者が住む築 3 ヶ月の新築住宅を調査したところ、平均
0.26ppm(最小 0.2～最大 0.38)のホルムアルデヒド濃度を検出した。 
当時、我が国ではホルムアルデヒドの室内環境基準がなかった。松村ら(1983)は、デンマー
クやスウェーデン等では室内環境基準として 0.1ppm が定められていたことを根拠に、室内環
境基準の設定を 1983 年に提案した。しかし表 4-1 から明らかなように、我が国でホルムアル
デヒドの室内環境基準が定められたのは、1997 年であった(厚生省, 1997)。 
佐藤ら(1981)は、食器戸棚やタンス等の家具から放散されるホルムアルデヒド濃度の実測を
行った。その結果、1965 年以降に購入された家具(平均 1.15μg/m2･24hr)は、それ以前に購入
された家具(平均 0.10μg/m2･24hr)よりもホルムアルデヒド放散量が約 10 倍高かった。また佐
藤ら(1981)は、1977 年から 1980 年に横浜市の居住者が室内で悪臭の苦情を訴えた家具のホル
ムアルデヒド放散量を測定した。その結果、居住者は、10μg/m2･24hr 付近で臭気を感じ、数








ドライン 0.1mg/m3 (0.08ppm) (WHO Europe, 1987)を越えていなかった。しかし、冬・春季約
26％、夏・秋季約 5％の新築戸建住宅が、WHO 欧州事務局のガイドラインを越えていた。 
1996 年に国立医薬品食品衛生研究所 (安藤, 1997a)は、さらに調査規模を拡大し、全国 230
の住宅に対してホルムアルデヒド濃度の全国調査を行った。その結果、約 25％強の住宅におい
て、WHO のガイドラインを越えていた。この結果をふまえ、1997 年 6 月に厚生省（2000 年 1
月から厚生労働省に改編）は、人の鼻咽頭粘膜に対する刺激からホルムアルデヒドの室内濃度
指針値 0.1mg/m3(0.08ppm)を策定した (厚生省, 1997)。  
 



















4-3-1-5. 揮発性有機化合物(以下、VOCs)の実態調査と室内濃度指針値―1990 年代― 
1995 年頃から室内空気汚染に対する社会的関心が高まったことを踏まえ、厚生省(1999)は、
ホルムアルデヒド以外の 44 種類の VOCs に関して一般住宅を対象とした全国調査を行い、そ
の結果を 1999 年に公表した。これらの VOCs は、接着剤や塗料などの溶剤、防虫剤、消臭剤
などに利用されている化学物質であった。これらの一部はすでに欧州で実態調査が行われ、
1987 年に WHO 欧州事務局が気中濃度のガイドラインを定めていた。調査の結果を以下に示す。











































4-3-1-6. 総揮発性有機化合物（TVOC）の暫定目標値  
厚生省 (2000b) は 2000 年に TVOC の暫定目標値を定めた。これは、室内空気汚染の目安を
示すもので、個別の VOCs の総量である。個別の VOCs の室内濃度指針値は、リスク評価に基
づいた健康指針値であり、その濃度以下であれば通常の場合、健康への有害な影響は起こさな
いと推定された数値である。しかし、室内には複数の VOCs が存在することが全国調査 (厚生





調査結果 (厚生省, 1999)から TVOC の中央値を算出した。厚生労働省は、この数値を「合理的
に達成可能な限り低い(ALARA: as low as reasonably achievable)」と判断される数値と仮定し、
TVOC の暫定目標値に採用した。 
TVOC の概念は、室内濃度指針値が設定されてない化学物質への代替を管理するうえで重要
表 4-2 厚生省（現 , 厚生労働省）による化学物質の室内濃度指針値  
化学物質 室内濃度指針値：μg/m3 毒性指標 主な排出源 設定日
ホルムアルデヒド 100 （0.08) 鼻咽頭粘膜への刺激 合板、接着剤 1997.6.13
トルエン 260 (0.07) 神経行動機能、生殖毒性 接着剤、塗料 2000.6.26
キシレン 870 (0.2) 出生児の神経毒性 接着剤、塗料 2000.6.26
パラジクロロベンゼン 240 (0.04) 肝臓、腎臓への影響 防虫剤 2000.6.26
エチルベンゼン 3800 (0.88) 肝臓、腎臓への影響 断熱材、塗料、床材 2000.12.15
スチレン 220 (0.05) 脳、肝臓への影響 断熱材、塗料、床材 2000.12.15
クロルピリホス 1 (0.00007)※小児0.1 新生児の神経、脳への影響 シロアリ駆除剤 2000.12.15
フタル酸ジ-n-ブチル 220 (0.02) 新生児の生殖毒性 軟質塩ビ樹脂、塗料 2000.12.15
テトラデカン 330 (0.04) 肝臓への影響 接着剤、塗料 2001.7.5
フタル酸ジ-2-エチルヘキシル 120 (0.0076) 精巣毒性 軟質塩ビ樹脂、塗料 2001.7.5
ダイアジノン 0.29 (0.00002) ｺﾘﾝｴｽﾃﾗｰｾﾞ活性阻害 シロアリ駆除剤 2001.7.5
アセトアルデヒド 48 (0.03) 鼻腔嗅覚上皮への影響 合板、接着剤 2002.1.22
フェノブカルブ 33 (0.0038) ｺﾘﾝｴｽﾃﾗｰｾﾞ活性阻害 シロアリ駆除剤 2002.1.22
ノナナール 41 (0.007)暫定値 毒性学的影響 合板、接着剤 検討継続
総揮発性有機化合物(TVOC) 400 暫定目標値 ー 内装材、家具、家庭用品 2000.12.15
（　　）内は25℃換算時の体積濃度ppm
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である。しかし一方で、TOVC は、毒性学的な見地からガイドラインを設定することが困難な


























4-3-1-7. 関連法規等の改正―2000 年代― 
厚生労働省が化学物質の室内濃度指針値を策定したことを踏まえ、関係省庁は、実際の建物
における曝露評価を行うために、全国の住宅 (国土交通省, 2001; 国土交通省, 2002; 国土交通



























図 4-3 塗料出荷数量の年次推移  
   （社団法人日本塗料工業会公表値）
図 4-2 接着剤出荷数量の年次推移


























































表 4-3 住宅と学校における全国調査結果 
指針値超過率 (%)
午前 午後 午前 午後 午前 午後 午前 午後
ホルムアルデヒド 28.7 13.3 7.1 5.6 4.3 4.3 0 0.4
トルエン 13.6 6.4 4.8 2.2 1.1 0.4 1.5 1.5
キシレン 0.2 0.3 0 0.1 0 0 0 0
エチルベンゼン 0 0 0 0 0 0 0 0
スチレン 1.1 0 0.1 0 0.4 0 0
アセトアルデヒド 9.2 9.5
パラジクロロベンゼン 0 0 0 0
クロルピリホス
フタル酸ジ-n-ブチル











2000 2001 2002 2003 2001 冬2001 夏
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表 4-4 室内空気汚染の関連法規 







監督省庁 厚生労働省 厚生労働省 厚生労働省 国土交通省 国土交通省 厚生労働省 厚生労働省



















キシレン 870 (必要時) 濃度表示(任意)
エチルベンゼン 3800 (必要時) 濃度表示(任意)
















一酸化炭素 ppm 10 * 10 * 10 *
二酸化炭素 ppm 1000 * 1000 * 1500 *
二酸化窒素 ppm 0.06
浮遊粉じん mg/m3 0.15 * 0.15 * 0.1 *
落下細菌 CFU/room 10 *
ダニ 個/m2 100
温度 ℃ 17～28 * 17～28 * 冬: >10
*
夏: <30 *
相対湿度 %RH 40～70 * 40～70 * 30～80 *












































ことができる。我が国で定められているラベリングを表 4-6 に示す。 

















表 4-6 室内空気汚染に関連するラベリング 
表 4-5 ホルムアルデヒド発散建材の規格 
等級区分 関連規格
0.12以上 1種 分類なし 使用禁止
0.02-0.12 2種 F☆☆(JIS, JAS) 大臣認定品 使用制限
0.005-0.02 3種 F☆☆☆(JIS, JAS) 大臣認定品 使用制限
0.005以下 規格対象外 F☆☆☆☆ (JIS, JAS) 大臣認定品 制限なし
*測定条件; 温度: 28ºC, 相対湿度: 50%










規格 省庁、団体 対象物質 対象製品
日本工業規格 (JIS) 経済産業省 ホルムアルデヒド 繊維板、ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ (PB)、壁紙接着剤、塗料、断熱材、
日本農林規格 (JAS) 農林水産省 ホルムアルデヒド 合板、フローリング、集成材




SV 壁紙製品規格協議会 ホルムアルデヒドVOCs、重金属等 壁紙（紙、無機質材、プラスティック）
室内環境配慮マーク 全国家具工業連合会 ホルムアルデヒド 家具に使用する材料（合板、繊維板、パーティクルボード、接着剤、塗料）
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因別の健康被害相談件数の年次推移を示す。調査結果が公表されている 1997 年以降、約 300
件前後の相談が寄せられていた。また、家具類や害虫駆除関連の要因が 2000 年以降増えてい
た。次いで、1997 年から 2002 年 9 月までに寄せられた 1,570 件の内訳を図 4-5 に示す。家具・














































































図 4-5 健康被害の内訳 
 (1997 年～2002 年 9 月) 
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な化学物質に曝露することにより、多種多様な症状を引き起こす(Buchwald et al., 1994)多種
化学物質過敏症(multiple chemical sensitivity: MCS)という病態が知られている。しかし、
MCS の発生機序は不明であり、慢性疲労症候群や繊維筋痛症との区別が難しく、医学界で認め
られた病態ではない。そのため、多くの科学者や医学関係者の間では、医学的に原因不明の病
態(medically unexplained diseases)として MCS の定義に関する議論を進めている。宮田ら
(1999)は、眼科検診を中心とする独自の診断基準に基づき、MCS の想定発症原因に関する調査
を行った（表 4-8）。その結果、MCS と診断した 144 件の想定原因の内訳は、新築やリフォー
ムが 51 件、しろあり防除や防ダニ剤が 6 件であった。つまり、住宅の室内環境における化学
物質曝露を原因とするものが多数であった。 
内山ら(Uchiyama et al., 2003)は、MCS の全国規模の実態調査を行った。20 歳以上の 4000
人に対して、アメリカの Miller が開発した MCS に関するアンケート調査票 (Quick 
Environmental Exposure and Sensitivity Inventory: QEESI)を配布し、2582 人から回答を得








表 4-7 商品群別クレーム件数の年次推移 
建材 20 建材 28 建材 16 洗剤・洗浄剤 12 建材 22
自動車用品 13 洗剤・洗浄剤 22 洗剤・洗浄剤 16 自動車用品 10 生活用品 21
生活用品 12 生活用品 16 殺虫剤 14 接着剤・粘着剤 10 家具 12
家具 11 殺虫剤 15 自動車用品 12 生活用品 8 しろあり防除剤 11
しろあり防除剤 11 家具 14 生活用品 10 家具 7 洗剤・洗浄剤 11
塗料 9 しろあり防除剤 12 家具 9 殺虫剤 6 接着剤・粘着剤 8
殺虫剤 8 塗料 9 芳香剤・消臭剤 8 繊維製品 5 塗料 6
染毛剤 8 繊維製品 8 接着剤・粘着剤 7 塗料 5 繊維製品 6
入浴剤 8 化粧品 7 塗料 6 しろあり防除剤 5 Plastics 6
工業製品 7 芳香剤・消臭剤 7 防虫剤 6 その他 62 芳香剤・消臭剤 5
洗剤 7 染毛剤 7 繊維製品 6 殺虫剤 5
防虫剤 7 その他 81 その他 55 その他 52
その他 67
総数 188 総数 226 総数 165 総数 130 総数 165
平成15年度平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度
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4-3-3. 化学物質による健康リスクの初期評価  
環境省は、化学物質排出把握促進法(以下、PRTR 法)対象化学物質のうち、有害性に関する
知見が豊富にある 73 の化学物質に対してリスク評価を行った(環境省, 2002; 環境省, 2003; 環
境省, 2004)。その結果を表 4-9 に示す。この評価では、化学物質の有害性評価と曝露評価から、
曝露余裕度(以下、MOE: Margin of Exposure)が計算された。MOE の数値が 10 未満を A「相
対的にリスクが高い可能性があり、詳細な評価を行う候補」、10 以上 100 未満を B「リスクは




















表 4-8 MCS の想定発症原因 
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1) 代替物質への置き換えにより許容できない新たなリスクを生じさせない予防策（課題 A）  
2) リスク評価により室内空気汚染化学物質を分類し、対策を検討する枠組みの構築（課題 B、
G） 
3) 健康リスクを指標とした TVOC 評価手法の開発（課題 C） 
4) ホルムアルデヒド以外の化学物質を含めたラベリングの充実（課題 D） 
5) 化学物質を放散する家庭用品の対策（課題 E） 
6) 高感受性集団を考慮した化学物質対策の検討（課題 F） 
 
表 4-9 化学物質による健康リスクの初期評価結果 
動物種 NOAEL等 曝露経路 予測最大量
ピリジン ラット 0.1mg/kg/day 経口 (飲料水, 食事) 52μg/kg/day 0.19 Ａ
ホルムアルデヒド ヒト 0.1mg/m3 吸入 （室内） 230μg/m3 0.43 Ａ
パラジクロロベンゼン ラット 7.5mg/m3 吸入 （室内） 530μg/m3 1.4 Ａ
アクロレイン ラット 0.05mg/kg/day 経口 (飲料水, 食事) 2.3μg/kg/day 2.2 Ａ
アセトアルデヒド ラット 4.9mg/m3 吸入 （室内） 140μg/m3 3.5 Ａ
フタル酸ジ-(2-エチルヘキシル) ラット 3.7mg/kg/day 経口 44μg/kg/day 8.4 Ａ
オルトクロロベンゼン ラット 0.024mg/m3 吸入 （室内） ＜0.2μg/m3 >12 Ｂ
ホルムアルデヒド ヒト 0.1mg/m3 吸入 （環境） 5.5μg/m3 18 Ｂ
キシレン ヒト 2.2mg/m3 吸入 （室内） 115μg/m3 19 Ｂ
オルトクロロベンゼン ラット 0.024mg/m3 吸入 （環境） 0.12μg/m3 20 Ｂ
1,2-ジクロロプロパン ラット 0.12mg/m3 吸入 （環境） 0.53μg/m3 22 Ｂ
ホルムアルデヒド ラット 15mg/kg/day 経口 62μg/kg/day 24 Ｂ
トルエン ヒト 7.9mg/m3 吸入 （室内） 270μg/m3 29 Ｂ
クロロメタン マウス 1.8mg/m3 吸入 （環境） 6.3μg/m3 29 Ｂ
フェノール ラット 1.2mg/kg/day 経口 4.0μg/kg/day 30 Ｂ
アクリロニトリル ラット 0.77mg/m3 吸入 （環境） 2.5μg/m3 31 Ｂ
1,2-ジクロロプロパン ラット 0.12mg/m3 吸入 （室内） 0.36μg/m3 33 Ｂ
クロロホルム マウス 4.3mg/m3 吸入 （環境） 13μg/m3 33 Ｂ
クロロホルム イヌ 1.3mg/kg/day 経口 (飲料水) 3.6μg/kg/day 36 Ｂ
ヒドラジン ヒト 0.0009mg/m3 経口 0.024μg/kg/day 38 Ｂ
アクリロニトリル ラット 0.77mg/m3 吸入 （室内） 1.9μg/m3 41 Ｂ
ノルマルヘキサン ヒト 1mg/m3 吸入 （室内） 24μg/m3 42 Ｂ
塩化ビニルモノマー ラット 0.56mg/m3 吸入 （環境） 1.1μg/m3 51 Ｂ
クロロホルム イヌ 1.3mg/kg/day 経口 (地下水) 2.4μg/kg/day 54 Ｂ
ノルマルヘキサン ヒト 1mg/m3 吸入 （環境） 17μg/m3 59 Ｂ
キシレン ヒト 2.2mg/m3 吸入 （環境） 34μg/m3 65 Ｂ
1,2-ジクロロエタン ラット 8.3mg/m3 吸入 （室内） 12μg/m3 69 Ｂ
臭化メチル ラット 0.14mg/kg/day 経口 ＜0.20μg/kg/day >70 Ｂ
モノクロロベンゼン ラット 0.71mg/m3 吸入 （室内） 0.88μg/m3 81 Ｂ
アセトアルデヒド ラット 4.9mg/m3 吸入 （環境） 5.5μg/m3 89 Ｂ
クロロホルム マウス 4.3mg/m3 吸入 （室内） 4.7μg/m3 91 Ｂ
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Europe, 1987)、1999 年に本部(WHO Headquarters, 2000)が空気質ガイドラインを公表した。













































5-3-1-1. 1970 年代後半から 1980 年代前半 





なり、1977 年にホルムアルデヒドのガイドライン 0.1ppm (Hollowell, 1979)が策定された。 
アメリカ(CPSC, 1978)やカナダ(Lansink, 1985)では、尿素樹脂系発泡断熱材（UFFI）を使
用した住宅の居住者が目や鼻の刺激等の症状を訴える事例が数多く報告されていた。そのため、
カナダ保健省(Lansink, 1985)が 1980 年、アメリカ消費者製品安全委員会(CPSC, 1982)が 1982
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年に UFFI の使用を禁じた。しかし、アメリカの第 5 巡回控訴裁判所(CPSC, 1983)は、UFFI
による実際の曝露濃度のレベルでは、用量／反応の関係を確認するための信頼できるデータが
不十分であることを理由に UFFI の使用禁止を 1983 年に無効とした。 
ホルムアルデヒドによる室内空気汚染の問題が多発したことを受け、1980 年にドイツ(CEC, 
1990)は、小型チャンバーによる放散試験で 0.1ppm を越える気中濃度となるパーティクルボー
ドの使用を禁じた。そして同様に、UFFI の使用を 1985 年に規制した。アメリカでは住宅都市
開発省(GPO, 2002)が、合板 0.2ppm、パーティクルボード 0.3ppm のホルムアルデヒド放散基
準を 1984 年に定めた。 
1978 年にスウェーデン(Hollowell, 1979)、オランダ(Anderson, 1979)、デンマーク(Anderson, 
1979)でホルムアルデヒドの室内空気質ガイドラインが勧告されている。しかし、それぞれ 1989
年のホルムアルデヒド発散建材規制(Keml, 1993)、1991 年の建造物法令(Carrer et al., 2004)、
1995 年の建築物法(EC, 2003)でチャンバー法による木質建材の放散基準が定められ、法規で規
制されるに至った。また、オーストラリア国立保健医療研究審議会（NHMRC, 1996)が、1979
年から 1995 年にかけて室内空気質ガイドラインを勧告している。 




5-3-1-2. 1980 年代後半  
イタリア(Bortoli et al., 1986)、オランダ(Lebert et al., 1986)、ドイツ(Krause et al., 1987)
で揮発性有機化合物（VOCs）の大規模な実態調査が報告されている。アメリカ(Wallace et al., 
1987)では総曝露評価手法（TEAM）が開発され、VOCs の個人曝露濃度や住宅の室内濃度が調
査された。これらの調査結果を受けて、WHO Europe は、1987 年に空気質ガイドラインを作
成した。同年カナダ(Health Canada, 1989)も居住環境の室内空気質ガイドラインを策定した。 
アメリカ環境保護庁（USEPA）は、室内空気質問題に関する連邦政府の活動を同調させるこ
とを目的として、連邦省庁間室内空気質委員会(FICIAQ, 2005)を 1989 年に発足した。この委
員会は、現在でも 4 回／年開催され、省庁間の情報交換が実施されている。 
1980 年代後半は、VOCs による室内空気汚染の実態調査が行われ、WHO Europe やカナダ
が空気質ガイドラインを策定した。 
 
5-3-1-3. 1990 年代 
ドイツ(Hoffmann, et al., 2000)とアメリカ(Moschandreas et al., 2001; Levy et al., 2002)で
大規模な VOCs の実態調査が行われた。いずれも全国規模の曝露調査である。 
1996 年に USEPA (2003)は殺虫剤プログラムを開始した。このプログラムでは、特に乳幼児
や子供への影響を考慮し、2006 年 8 月までに 469 種の殺虫剤によるリスクの再評価を進めて
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いる。その結果、2000 年 6 月にクロルピリホス、同年 12 月にダイアジノンに対して建物等の
用途への使用が禁止された。 
1991 年にカリフォルニア州(CARB, 1991)とスイス(Waeber, 2005)がホルムアルデヒドの室
内空気質ガイドラインを策定した。1996 年にポーランド(Fabiánová et al., 2001)、シンガポー
ル(ME, 1996) 、1999 年にノルウェー(Becher et al., 1999)、1996 年以降ドイツ(IAHC, 2005)
で室内空気質ガイドラインが策定された。WHO Europe は、1999 年に室内空気の政策決定の
ための戦略的取り組み方法に関する指針書 (WHO Europe, 1999)を公表した。さらに同年、
WHO 本部が空気質ガイドラインを公表した。 
室内空気汚染物質の放散源である建材に対する取り組みを関係業界が自主的に進めた。ドイ
ツ(RAL, 2005; Gut, 2005; GEV, 2004)（カーペット、塗料、木質建材、床用製品、壁紙）、ア
メリカ(CRI, 2005)（カーペット）、フィンランド(RTS, 2002)（内装材）、デンマーク(DSIC, 2005)
（建具、床材、カーペット等）でラベリングが開発された。 




5-3-1-4. 2000 年代 
ドイツ(GerEs, 2004)で子どもと青少年を対象とした曝露調査が開始された。ホルムアルデヒ
ドと VOCs 等の化学物質、ハウスダスト、カビ、ペットアレルゲン等の生物汚染物質の室内濃
度が 2006 年初めまで調査される。ドイツ(RAL, 2005)（接着剤、家具）、アメリカ(GEI, 2005)
（建材、家具、オフィス機器等）、カナダ (ECP, 2005)（床仕上げ材）、スカンジナビア諸国
(Ecolabelling Norway, 2005)（フローリング、接着剤、壁装材料）でラベリングが開発された。 
2000 年に WHO Europe (2000a)が空気質ガイドラインを改訂した。2001 年にフィンランド
(Säteri, 2002)、2002年に中国(SEPA, 2002)、2003年に中国香港特別行政区(IdIAQMG, 2003)、





5-3-2. WHO の室内空気質に対する取り組み  
WHO Europe は 1987 年に空気質ガイドラインを発表した後、専門家会合を繰り返し、良質
な室内空気質を維持増進するための取り組みに関する議論を行ってきた。そして、1999 年に「室
内空気の政策決定のための戦略的取り組み方法」の指針書(WHO Europe, 1999)（以下、IAQ
指針書）、2000 年に「健康な室内空気への権利」(WHO Europe, 2000b)の報告書、2000 年に
「欧州空気質ガイドライン第２版」(WHO Europe, 2000a)を公表した。 
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担、(9)持続可能性の 9 原則が明示されている。 



















(3) ラドンの室内空気質ガイドラインを策定している国や州の数は 8 であった。 

































































＊ (   ): y(年 )，mh(月 )，h(時間 )，m(分 )の各平均曝露時間
b) RWI：長時間曝露でも健康影響を引き起こす十分な科学的根拠はないが、健康上望ましくない平均曝露濃度よりも高いため、予防のために行動する必要がある濃度
d) 光イオン化検出器で測定（トルエン基準）　　e) 建築物衛生管理法の建築物環境衛生管理基準　　　 f) ユニットリスク：一生涯曝露の発がん確率
c) S1：最良質な室内空気質（アレルギーや呼吸器系疾患等を有する居住者の要求を満たす濃度）　　S2：良質な室内空気質　　S3：満足できる室内気候
    RWII：既存の毒性・疫学的知見をベースとした健康影響に関連した濃度
a) TSP：総浮遊粒子状物質，PM10：粒径10μm以下の浮遊粒子状物質，PM2.5：粒径2.5μm以下の粒子状物質
表 5-1 諸外国の室内空気質ガイドライン 
 
RW I RWII S1 S2 S3
－ 60 (1w) － 300 (1h) 0.08ppm (24h) 100 (長期) －
－ 350 (30m) － 40 (1y) 0.25ppm (1h) 480 (1h) －
1.5 (8h) 15 (8h) 10 (8h) 3 (24h) 10 (8h) 9ppm (8h) 11ppm (8h) －
6 (30m) 60 (30m) 25 (1h) 6 (8～10h) 30 (1h) 20ppm (1h) 25ppm (1h)




TSP a) µg／m3 － － － － － － － － － － －
PM10 a) µg／m3 － － 20 40 50 － － － 50 (24h) － －
40 (長期)
100 (1h)
鉛 µg／m3 － － － － － － － － － － －
50 (24h) 120 (行動)











クロロホルム µg／m3 － － － － － － － － － － －
四塩化炭素 µg／m3 － － － － － － － － － － －
1,2-ジクロロベンゼン µg／m3 － － － － － － － － － － －





テトラデカン µg／m3 － － － － － － － － － － －







µg／m3 － － － － － － － － － － －
リン酸トリス(2-クロ
ロエチル)
µg／m3 5 50 － － － － － － － － －
ベンゾ-a-ピレン µg／m3 － － － － － － － 0.00025 (1y)暫定値 － － －
ジイソシアート µg／m4 － － － － － － － － －
総揮発性有機化合物
(TVOC) µg／m










クロルピリホス µg／m3 － － － － － － － － － － －
ダイアジノン µg／m3 － － － － － － － － － － －
フェノブカルブ µg／m3 － － － － － － － － － － －
300 (24h)
300 (8～10h)
アスベスト fibres／ml － － － － － 0.001 － － － － －
人工鉱物繊維 fibres／ml － － － － － 0.01 － － － － －






allergen／g － － － － － 1 － － － － －
硫酸塩 µg／m3 － － － － － － － － － － －
1 (24h)
3 (8～10h)
細菌 CFU／m3 － － － － － － － － － － －
カビ CFU／m3 － － － － － 臭いが生じない － － － － －
臭気強度 強度指数 － － 3 4 5.5 － － － － － －
23-24 (夏) 23-26 (夏) 22-27 (夏)
21-22 (冬) 20-22 (冬) 20-23 (冬)
30-80 (夏)
30-55 (冬)
0.20 (夏) 0.25 (夏) 0.30 (夏)
0.13 (冬) 0.16 (冬) 0.19 (冬)

























































トリクロロエチレン µg／m3 － － － － －
気流 m／s － － － －























































































































フタル酸ジ-n-ブチル µg／m3 － －
テトラクロロエチレン µg／m3 － －
－

























































































－ － 200 (1h) 200 (1h)
－ － 40 (1y) 40 (1y)
10 (8h) 10 (8h) 10 (8h) 10 (8h)
30 (1h) 30 (1h)
二酸化炭素 mg／m3 － 1800 (8h) 800ppm 1000ppm 1000ppm (24h) 1000ppm e) 1000ppm －
700 (10m) 500 (10m) 500 (10m)
700 (1h) 125 (24h) 125 (24h)
60 (1y) 50 (1y) 50 (1y)
TSP a) μg／m3 90 (1y) － － － － － － － － － －
PM10 a) μg／m3 － 150 20 180 150 (24h) 150 100 200 150 e) － －
鉛 μg／m3 1.5 (3mh) － － － － － － － － 0.5 (1y) 0.5 (1y)
50 (1y)
2000 (24h)
260 (1w) 260 (1w)
1000 (30m) 1000 (30m)
4800 (24h)
870 (1y)
260 (1w) 260 (1w)
7 (30m) 70 (30m)




四塩化炭素 μg／m3 － － － 103 － － － － － － －
1,2-ジクロロベンゼン μg／m3 － － － 500 － － － － － － －





テトラデカン μg／m3 － － － － － － － － 330 － －
二環式テルペン μg／m3 － － － － － － － － － － －
フタル酸ジ-2-エチルヘ
キシル
μg／m3 － － － － － － － － 120 － －
リン酸トリス(2-クロロ
エチル) μg／m
3 － － － － － － － － － － －





ジイソシアネート μg／m3 － － － － － － － － － － －
総揮発性有機化合物
(TVOC) μg／m




クロルピリホス μg／m3 － － － － － － － － 1 (小児0.1) － －
ダイアジノン μg／m3 － － － － － － － － 0.29 － －
フェノブカルブ μg／m3 － － － － － － － － 33 － －
アスベスト fibres／ml － － － － － － －
10－5～10－4
(0.0005 f／ml)－1 f)
人工鉱物繊維 fibres／ml － － － － － － － － － － －
ラドン Bq／m3 200 (1y) － 150 200 400 (1y) － － 100 (1y)
ハウスダスト
μg Der I
allergen／g － － － － － － － － － － －
硫酸塩 μg／m3 15 (1y) － － － － － － － － － －
細菌 CFU／m3 － 500 500 1000 2500 － 800 － － － －
カビ CFU／m3 － 500 － － － － － － － － －








































0.2 0.3 0.5 e)






40 150 0.05ppm 0.3ppm
－















































































































－－ジクロロメタン μg／m3 － －－





























































































表 5-2 諸外国の室内空気質ガイドライン（続き） 
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ドイツの室内空気質ガイドライン(IAHC, 2005)は、RW I と RW II の２つの値が定められて





ため、予防のために、RW I と RW II の間の濃度である場合には行動する必要があると定義さ




ドイツの戦略(WHO Europe, 1999)には一般概念として予防原則がある。この原則は、WHO 
Europe の IAQ 指針書や健康な室内空気への権利に採用された。予防原則は、十分な科学的根
拠がなくても、有害な室内空気への曝露リスクがある場合、それを防ぐ費用対効果の良い手段
があるのであれば、それを見合わせるべきではないという概念(WHO Europe, 2000b)である。 
フィンランドの分類は、アレルギーや呼吸器系疾患を有する居住者への対応が考慮されてい












by example）、2)研究の実施、3)教育の提供、4)民間の責任の強化等の非規制戦略(WHO Europe, 
1999)を実行してきた。アメリカ環境保護庁の Slack (2005)によると、アメリカが居住環境の
室内空気質ガイドラインを策定しない理由として次の 5 つをあげている。 
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表 6-1 諸外国における室内空気汚染物質に対する取り組みの現状 
HCHO 個別VOCs TVOC ラドン その他
世界保健機関








イギリス * n.a. + n.a. ベンゼン、ベンゾ[a]ピレン
イタリア n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
エストニア n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
オーストリア HCHO（木質建材）
オランダ HCHO（木質建材） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
スイス * n.a. n.a. n.a. ポリ塩化ビフェニル
スウェーデン HCHO（木質建材） n.a. n.a. n.a. * n.a. NFTAフローリング（自主）Swan（自主）
スペイン n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
スロベニア n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
スロバキア共和国 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
チェコ共和国 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
デンマーク HCHO（木質建材,UFFI） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
室内気候ラベリング（自主）
Swan（自主）





ノルウェー * n.a. n.a. * アスベスト、人工鉱物繊維、ニコチン、ハウスダスト
室内気候ラベリング（自主）
Swan（自主）
フィンランド(FiSIAQ) *** n.a. *** * アンモニア、臭気強度 FiSIAQ(自主), Swan（自主）
フランス HCHO（主にUFFI） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
ブルガリア n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
ベルギー n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
ポーランド * * * n.a. 防腐剤、アンモニア,フタル酸ジブチル、水銀、クレゾールなど
ポルトガル n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
リトアニア n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
ロシア連邦 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
中国 カーペットとその接着剤、木質家具、木質建材 * * * *
アンモニア、ベンゾ-a-ピレン
ベンゼン、細菌、オゾン
中国（香港） ** * ** * 細菌
シンガポール * n.a. * n.a. 細菌、カビ
韓国 HCHO,TVOC（一般資材、接着剤） * n.a. * * 細菌、アスベスト、オゾンなど





アメリカ HCHO（合板,PB） * (CA) n.a. n.a. * クロルデン(NAS) GEI（自主）、CRI（自主）
カナダ UFFI使用禁止 ** n.a. n.a. * n.a. EcoLogo（自主）
オーストラリア * n.a. * * 硫酸塩



















学物質の総量を抑制する取り組みを、日本を含む 9 か国が実施している。 
 
6-3-2. 室内空気質のリスク評価フロー 
1983 年にアメリカ国立科学アカデミー(National Academy of Sciences: NAS)とアメリカ研
究審議会(NRC)が開発した基本原則(NRC, 1983)が欧米諸国のリスク評価のモデルとなってい












































































欧州委員会の共同研究センター(EC, 2003)がリスク評価を行うべき 13 の優先評価物質を選
定し、その作業を進めている。これらの物質に α-ピネンと d-リモネンがある。ドイツ連邦環境
第６章 室内空気質規制におけるリスク評価の現状と課題 
 - 91 - 











表 6-2 二次反応によって生成する物質の一例（Wolkoff et al., 2000, 大勝  1997 に加筆） 
もとの物質 反応種 二次生成物 
テルペン オゾン アルデヒド類、ケトン類 
紫外線硬化樹脂に残留する光開始剤 紫外線 アルデヒド類、ケトン類、アルコール
類等 
ポリエチレン 紫外線 アルコール類、ケトン類 
アクリル酸エステル系樹脂 加水分解 アルコール類等 
ポリスチレン 紫外線 不飽和ケトン類、アルデヒド類、スチ
レン、スチレントリマー等 




欧州連合 (EC, 2003)、アメリカ環境保護庁 (USEPA, 2000; Slack, 2005)、カナダ保健省






アメリカ環境保護庁(USEPA and EH&E, 2000)は、室内空気汚染化学物質をリスクの大きさ
で順位付けする研究を行っている。この研究の目的は、室内空気中から検出されている多種類
の化学物質のリスクをスクリーニングすることであった。主に、1990 年代に USEPA 等が  
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欧州連合 ＋ ＋ ＋ ＋
アメリカ環境保護庁 ＋ 既往の実態調査からリスクスクリーニングを試行
カナダ保健省 ＋ ＋ ＋
中国環境保護総局 ＋




























USEPA(1986, 2000)は、化学物質の複合曝露によるリスク評価に関して 1986 年にガイドラ
インを公表している。このガイドラインは、個々の化学物質のリスクを総和した式(1)の有害性
指数(HI)を用いている。これはいわゆる相加モデルである。有害性指数が 1 以下なら許容でき















E  ：曝露レベル 
AL ：許容可能なレベル









































表 6-4 諸外国のラベリング 
HCHO 個別VOCs TVOC その他
一般建材、床材、接着、壁紙、塗
料、天井材、断熱材、消費者製品 * * *
全アルデヒド、PM10
オフィス家具、 * * * 全アルデヒド
オフィス機器、電気製品、繊維製
品、清掃用品 * * *
全アルデヒド、オゾン、
PM10、粉じん






竹及び他の木質代替床材 * n.a. *
カーペット * n.a. *
線維製床仕上げ材 * * *
可動間仕切り、オフィス家具等 * n.a. *
コピー機 n.a. n.a. * オゾン、粉じん





合板、繊維板、木質ボード * * n.a.
室内用木質製品（家具、ドア、パ
ネル、フローリング） * n.a. *
CMT物質











剤、タイル、モルタル、下塗り剤） n.a. n.a. *
発がん性物質
フィンランド 建築情報財団(RTS) RTS 壁材、床材、塗料、接着剤等 * * * 発がん性物質、臭気試験
フローリング * n.a. n.a.
接着剤 n.a. n.a. *






































料、壁張り接着剤 * n.a. *
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ドイツでは、毒性学的見地から TVOC のガイドライン値を明白には策定できないため、TVOC
概念の不確実性に対処するために、個別の数値を用いず濃度の範囲を設定している (Seifert, 
1999; IRK, 2005)。その内容を表 6-5 に示す。 
 
 
表 6-5 ドイツの TVOC ガイドライン 
分類 ガイドライン 
改装中等の一時的な部屋の濃度 10000～25000 μg/m3 
長期間居住する部屋の濃度 1000～3000 μg/m3 未満の範囲を長期間超過しない 





健康影響評価委員会 (the Committee for Health-related Evaluation of Building Products; 
Ausschuss zur gesundheitlichen Bewertung von Bauprodukten – AgBB(2003)」とデンマー
ク室内気候協会(DSIC, 2003)の室内気候ラベルである。 
これらの評価法は、複数の VOC が検出された場合、USEPA が提唱したリスクの相加モデル
を用いている。そして、それぞれ独自の毒性データベースを作成している。AgBB は最小影響
濃度(LCI)、室内気候ラベルは VOCBASE である。しかし、USEPA のリスクランキングで述
べたように、信頼できる室内空気汚染化学物質の毒性データベースの情報量は少ない。ところ
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は適正であるとしている。ただし、室内空気に関しては、子どもは大人よりも体重あたりの呼
吸量が多いことから、さらに 2 を掛けた同種間係数 20 を使用すべきとしている。この係数は、
ドイツ連邦環境庁の室内空気衛生委員会(Innenraumlufthygiene-Kommission: IRK, 1996)が
提唱したものである。IRK が定めた室内空気質ガイドラインのうち、子どもの曝露が懸念され
るトルエン(Sagunski 1996)、ジクロロメタン(Witten 1997)、スチレン(Sagunski 1998)、水銀
(Link 1999)、二環式テルペン(Sagunski und Heinzow 2003)、ナフタレン(Sagunski und Heger 
2004)で子どもの不確実係数 2 が採用されている。この係数は、大人と子どもの呼吸量の差違
を考慮したものであり、化学物質への感受性の個人差を考慮したものではない。図 6-2 にドイ














































図 6-2 ドイツの室内空気質ガイドライン RW II の不確実係数 (IRK 1996) 
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RWI RWII S1 S2 S2
－ 60 (1w) － 200 (1h) 200 (1h)
－ 350 (30m) － 40 (1y) 40 (1y)
1.5 (8h) 15 (8h) 10 (8h) 10 (8h)
6 (30m) 60 (30m) 30 (1h) 30 (1h)
二酸化炭素 mg／m3 － － 1300 1650 2200 1000 ppm a) 1000 ppm －
オゾン μg／m3 － － 20 50 80 － 120 (8h) 120 (8h)
PM10 μg／m3 － － 20 40 50 150 a) － －
ホルムアルデヒド μg／m3 30 50 100 100 100 (30m) 100 (30m)
260 (1w) 260 (1w)
1000 (30m) 1000 (30m)
260 (1w) 260 (1w)
7 (30m) 70 (30m)
ナフタレン μg／m3 2 20 － － － － － －
450 (1w)
3000 (24h)
二環式テルペン μg／m3 200 2000 － － － － － －
リン酸トリス(2-クロロエチル) μg／m3 5 50 － － － － － －
ジイソシアート μg／m3 － － － － － －
総揮発性有機化合物
(TVOC) μg／m
3 200 300 600 400 － －
ペンタクロロフェノール μg／m3 0.1 1 － － － － － －
アンモニア μg／m3 － － 30 30 40 － － －
ラドン Bq／m3 － － 100 100 200 － － 100 (1y)
水銀 μg／m3 0.035 0.35 － － － － 1 (1y) 1 (1y)
細菌 CFU／m3 － － － － － － － －
臭気強度 強度指数 － － 3 4 5.5 － － －
23-24 (夏) 23-26 (夏) 22-27 (夏)
21-22 (冬) 20-22 (冬) 20-23 (冬)
相対湿度 %RH － － － － － 40～70 a) － －
0.20 (夏) 0.25 (夏) 0.30 (夏)
0.13 (冬) 0.16 (冬) 0.19 (冬)
2000
 (24h) － －
10 ppm a)
＊(   ): y(年)，w(週)，h(時間)，m(分)の各平均曝露時間
トルエン μg／m3 260



































気流 m／s － － － －0.5 a)









表 6-6 ドイツとフィンランドのガイドラインの分類 
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例えばドイツ(IRK, 1996)は、既知の毒性および疫学的な科学的知見に基づき定められた室内
空気質ガイドライン RW II と、さらに不確実係数 10 で除した RW I を定めている。RW I は、
長期間曝露したとしても健康影響を引き起こす十分な科学的根拠がない値である。しかしなが
ら、RW I を越えていると、健康上望ましくない平均的な曝露濃度よりも高くなる。そのため
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験的に調査を行っている(USEPA and EH&E, 2000)。しかし、化学物質の有害性を評価するに
あたり、不確実係数の設定条件が異なる種々のデータベースの耐容濃度を採用している、ある







居住環境中の室内濃度の実態調査データを収集した。収集期間は 1995 年 1 月以降の約 10 年
間とした。独立行政法人科学技術振興機構のデータベース（JOIS）による検索、厚生労働科学
研究の報告書、関係省庁の報告書等から合計 19（安藤ら, 1997; 2000; 2001; 2002; 2003; 大貴
ら , 2002; 2003; 国土交通省 , 2001; 2002; 2003; 2004; 国立医薬品食品衛生研究所 , 1998a; 
1998b; 斉藤ら, 2001; 2002; 2003a; 2003b; 東京都, 2003; Dai et al., 2003）の文献を採用した。
データを採用するにあたっては、①全国規模あるいは都道府県等の規模の大きい調査であるこ
と、②アレルギー性疾患を有する集団等の特定集団を対象とした調査ではないこと、③室内濃





NOAEL または LOAEL が評価文書の中で明記されている化学物質を対象とした。複数の毒性
量がある場合、①動物よりもヒト優先、②LOAEL よりも NOAEL を優先、③最も感受性の高
いエンドポイントを優先、④長期曝露期間を優先、などの指標を総合的に判断し、図 7-1 のフ
ローに基づき推定ヒト無毒性量を算出した。国際がん研究機関 (IARC)の発がん性分類で
Group1 または Group2A に属するものは、図 7-2 のフローに基づきユニットリスク(UR)を算出
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境保健有害性評価局（Office of Environmental Health Hazard Assessment: OEHHA, 2000）
は、一貫性のある曝露補正の不確実係数を提案している。この提案によるアプローチは、平均
寿命に対する比率に基づき、(1)平均寿命の 8%未満では不確実係数 10、(2)同 8～12%以下では
不確実係数 3、同 12%超では不確実係数 1 としている。本論では、この提案によるアプローチ













Cavg = Cobs × (H 時間 ／ 24 時間) × (D日 ／ 7 日) 式 (1)
Iavg = Icon × (D 日 ／ 7 日) 式 (2)
表 7-2 動物種による曝露期間と不確実係数  
12%超 8%未満 単位
ヒヒ 55 6.6 4.4 年
ネコ 15 >94 <63 週
イヌ 15 >94 <63 週
モルモット 6 >38 <25 週
ハムスター 2.5 >16 <11 週
ヒト 70 >8.4 <5.6 年
マウス 2 >13 <9 週
ウサギ 6 >38 <25 週
ラット 2 >13 <9 週
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7-2-3. リスクの判定 
式(3)または式(4)に基づき Margin of Exposure (MOE)またはがん過剰発生率を算出した。そ
して、表 7-3 に基づきリスクを判定した。判定 A は、リスク削減対策を実施すべきと判断され
る分類である。判定 B は、汚染源や曝露濃度について、さらに詳細な調査が必要と判断される






























 図 7-3 リスクスクリーニングスキームの概要 































 - 109 - 
７－３．結果および考察 
曝露データとして 159 物質の室内濃度を得た。そのうち 92 物質の推定ヒト無毒性量、5 物
質のユニットリスクを得た。推定ヒト無毒性量が得られた 92 物質のうち、吸入曝露に基づく
ものは 51 物質、ユニットリスクを得た全ての物質が吸入曝露に基づいて算出された。総じて
MOE あるいはがん過剰発生率のいずれかの判定結果が得られた化学物質は 93 であった。表
















EH-NOAELinh は、吸入曝露に換算した推定ヒト無毒性量を示す。日本人の平均体重 50kg お









図 7-4 に平均室内濃度の MOE が 100 未満の物質における MOE の範囲、図 7-5 にがん過剰
発生率の範囲を示す。この範囲は本論で採用した実態調査データの平均値の範囲である。本論














































表 7-4 推定ヒト無毒性量の算出結果 
1,1,1-トリクロロエタン NOAEL 吸入 384.00 スナネズミ 神経障害(GFA蛋白の増加) 30 12.800 (3)
1,2,3-トリメチルベンゼン LOEL 吸入 494.33 ラット 母体の体重減少、出生児の体重低下 100 0.883 (8)
1,2,4-トリメチルベンゼン LOEL 吸入 494.33 ラット 母体の体重減少、出生児の体重低下 100 0.883 (8)
1,2-ジクロロエタン NOAEL 吸入 40.00 ラット 肝・腎臓の機能変化 10 0.833 (2)
1,2-ジクロロプロパン LOAEL 吸入 69.30 ラット 鼻腔の呼吸粘膜の過形成 300 0.041 (2)
1,3,5-トリメチルベンゼン LOEL 吸入 494.33 ラット 母体の体重減少、出生児の体重低下 100 0.883 (8)
1,4-ジオキサン NOAEL 吸入 400.00 ラット 肝・腎臓の機能変化、血液の変化 10 8.333 (2),(3),(6)
1,4-ジクロロベンゼン NOAEL 吸入 120.00 ラット 鼻腔粘膜の組織変化 10 2.143 (1)
1-オクテン NOEL 経口 50.00 ラット 腎臓の病理組織学的変化 30 5.556 (11)
1-ブタノール LOAEL 吸入 73.00 ヒト 鼻・咽頭の刺激 10 7.300 (2)
1-プロパノール NOAEL 吸入 9001.00 ラット 発生毒性 10 900.100 (7)
1-メトキシ-2-プロパノール NOAEL 吸入 1112.20 ラット 変質した肝細胞の好酸球の増加 10 19.861 (12)
2,6-ジ-t-ブチル-4-メチルフェ
ノール
NOAEL 経口 25.00 ラット 甲状腺活発性過度、肝臓の腫大と酵素誘導 10 8.333 (11)
2-エトキシエタノール NOAEL 吸入 380.00 ウサギ 睾丸の変性、血液パラメータの変化 100 0.679 (2),(12)
2-ブトキシエタノール NOAEL 吸入 2.92 ヒト 血液パラメーターの変化 10 0.069 (3)
2-ブトキシエトキシエタノール NOAEL 吸入 94.00 ラット 肝臓への影響 30 0.560 (6)
2-プロパノール NOAEL 吸入 1245.60 ラット,マウス腎臓の損傷 10 22.243 (12)
2-メチル-1-プロパノール NOAEL 吸入 3030.00 ラット 血液パラメーターの変化 30 18.036 (11)
2-メチルオクタン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
2-メチルノナン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
2-メトキシエタノール NOAEL 吸入 93.00 ウサギ 睾丸の重量減少及び変性 100 0.166 (2),(10),(12)
3,5-ジメチルオクタン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
3-メチルオクタン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
d-リモネン NOEL 経口 10.00 ラット 肝重量の増加 30 0.794 (5)
i- プロピルベンゼン NOAEL 吸入 490.00 ラット 自発運動への影響、肝臓重量の増加 30 2.917 (5)
i-バレルアルデヒド NOAEL 吸入 151.00 ラット 咽頭粘膜の扁平上皮化生、鼻炎 30 0.899 (11)
n-ウンデカン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
n-オクタン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
n-デカン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
n-テトラデカン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
n-ドデカン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
n-トリデカン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
n-ノナン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
n-ヘキサデカン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
n-ヘキサン LOAEL 吸入 204.00 ヒト 頭痛、四肢知覚異常、筋力低下 30 1.619 (2),(3)
n-ペンタデカン NOAEL 経口 100.00 ラット 肝重量の増加 30 11.111 (1)
α-メチルスチレン NOEL 経口 40.00 ラット 肝・腎臓・胸腺の組織変化 100 1.333 (2)
ε-カプロラクタム NOAEL 吸入 24.00 ラット 咽頭部腹側上皮の扁平上皮化生 30 0.143 (2)
アクロレイン LOAEL 吸入 0.92 ラット 鼻甲介部の粘膜下リンパ球凝集 1000 0.00016 (2)
アジピン酸ジ-2-エチルヘキシ
ル
NOAEL 経口 28.00 ラット 胎仔の尿管奇形、骨格異常等 10 9.333 (2)
アセトアルデヒド NOEL 吸入 275.00 ラット 嗅覚上皮の変性 100 0.491 (1),(2),(10)
アセトフェノン NOAEL 経口 423.00 ラット 血液パラメータの変化、発育等の検査所見 10 141.000 (10)
アセトン NOAEL 経口 900.00 ラット 腎症、貧血 30 100.000 (10)
エタノール NOAEL 経口 2400.00 ラット 肝黄変、肺の二次小葉中心部の脂肪変性 30 266.667 (11)
エチルベンゼン NOAEL 吸入 327.47 ラット 体重減少、脳下垂体の過形成 10 5.848 (11),(12)
















































キシレン LOAEL 吸入 91.00 ヒト 感覚刺激、中枢神経の自覚症状 30 0.722 (2)
クロルデン NOAEL 吸入 0.10 ラット 肝細胞の空胞化、血液パラメータの変化 30 0.00079 (3)
クロルピリホス LOAEL 経口 0.30 ラット 新生児の神経発達と脳への影響 100 0.010 (1),(9)
クロロジブロモメタン NOEL 経口 30.00 ラット 肝細胞の空胞化 30 2.381 (10)
クロロホルム NOAEL 吸入 24.00 マウス 腎臓で異型尿細管過形成 10 0.429 (2)
酢酸-2-エトキシエチル NOEL 吸入 135.00 ラット 胎仔の体重減少、骨化遅延 10 3.375 (2)
酢酸-2-メトキシエチル NOAEL 吸入 145.00 ウサギ 睾丸重量の減少、胚上皮の変性 100 0.259 (2)
酢酸-n-ブチル NOAEL 吸入 2400.00 ラット 自発運動量の低下、嗅上皮の壊死 30 14.286 (5)
酢酸エチル NOEL 経口 900.00 ラット 体重減少 30 100.000 (10)
酢酸ビニル NOAEL 吸入 176.00 ラット,マウス嗅上皮の化生変化及び萎縮など 10 3.143 (2),(10),(12)
酢酸メチル NOAEL 吸入 1057.00 ラット 鼻嗅覚の変性、肝細胞の機能傷害 100 1.888 (6)
酢酸リナリル NOAEL 経口 148.00 ラット 肝・腎臓重量の増加 100 4.933 (11)
四塩化炭素 NOAEL 吸入 6.10 ラット 肝細胞毒性 30 0.042 (7)
シクロヘキサノン NOAEL 吸入 2000.00 ウサギ 雄の受精率低下、出生児の生存率減少 10 50.000 (11)
シクロヘキサン NOAEL 吸入 1720.00 ラット,マウス神経行動への影響 30 10.238 (6)
ジクロロメタン LOAEL 吸入 140.00 ヒト 一酸化炭素ヘモグロビン濃度の増加 10 3.333 (12)
スチレン LOAEL 吸入 64.26 ヒト 神経心理テストへの影響 10 1.530 (12)
デカナール NOAEL 経口 12.40 ラット 毒性学的影響 30 1.378 (1)
テトラクロロエチレン LOAEL 吸入 101.63 ヒト 神経行動テストにおける応答時間の延長 10 2.420 (3)
トリクロロエチレン LOAEL 吸入 170.00 ヒト 眼の刺激、眠気、倦怠感、頭痛 30 1.349 (12)
トルエン LOAEL 吸入 332.00 ヒト 神経行動機能への影響 30 2.635 (1),(2),(14)
ナフタレン LOAEL 吸入 52.00 マウス 嗅上皮の化生、気道上皮の過形成 100 0.093 (3),(10),(12)
ノナナール NOAEL 経口 12.40 ラット 毒性学的影響 30 1.378 (1)
ビスフェノールA NOAEL 吸入 10.00 ラット 鼻腔上皮の炎症、過形成 30 0.060 (2),(6)
フェニトロチオン NOAEL 経口 0.13 イヌ 血漿コリンエステラーゼ活性阻害 100 0.0042 (9)
フェノール NOAEL 吸入 19.00 ヒト 上気道刺激症状 1 4.524 (2)
フェンチオン NOAEL 経口 0.02 サル 血漿コリンエステラーゼ活性阻害 100 0.00067 (9)
ブタナール NOAEL 吸入 151.00 ラット 咽頭粘膜の扁平上皮化生、鼻炎 30 0.899 (11)
フタル酸ジ-2-エチルヘキシル NOAEL 経口 3.70 ラット 睾丸セルトリ細胞の空胞化 30 0.411 (1),(2)
フタル酸ジ-n-ブチル LOAEL 経口 52.00 ラット 胎児毒性（発情周期、精巣毒性） 100 1.733 (6)
フタル酸ジエチル NOAEL 経口 150.00 ラット 体重増加の抑制 10 50.000 (2)
フタル酸ジシクロヘキシル NOAEL 経口 16.00 ラット 体重増加の抑制 30 1.778 (2)
フタル酸ブチルベンジル NOAEL 経口 20.00 ラット 腎臓重量の増加 30 2.222 (2)
プロピレングリコール NOAEL 経口 80.00 ネコ ハインツ小体形成、肝臓と脾臓の血鉄素沈着 100 2.667 (11)
ペルメトリン NOEL 経口 5.00 ラット 肝臓重量の増加 10 1.667 (10)
ベンズアルデヒド NOEL 経口 200.00 ラット 前胃の上皮細胞の過形成、角質増殖 30 15.873 (2)
ベンゼン NOAEL 吸入 1.70 ヒト 血液パラメータの変化 3 0.135 (12)
ホルムアルデヒド NOAEL 吸入 0.09 ヒト 鼻のへん平上皮化生、鼻や眼の刺激 1 0.021 (12)
メタクリル酸メチル NOAEL 吸入 102.00 ラット 嗅上皮の変性、鼻腔粘膜の炎症 10 1.821 (2)
メタノール NOAEL 吸入 1317.76 マウス 胎児の頚肋の異常、脳脱出、口蓋裂 10 38.435 (12)
メチル-t-ブチルエーテル NOAEL 吸入 1440.00 ラット 肝・腎臓重量の増加、運動失調、瞼痙攣 10 25.714 (2)
メチルイソブチルケトン NOAEL 吸入 1026.00 ラット,マウス胎仔の体重減少、骨格異常、死亡率増加 10 25.650 (10)
メチルエチルケトン NOAEL 吸入 2978.00 マウス 胎児の体重の減少と胸骨の異常 10 86.858 (7), (10)
リン酸トリ-n-ブチル NOEL 経口 9.00 ラット 膀胱上皮の過形成、体重増加の抑制 10 3.000 (2)
リン酸トリス(2-クロロイソプロピ
ル) NOAEL 経口 80.00 ラット 肝臓重量の増加 30 8.889 (11)








 * 動物種 エンドポイント化学物質 毒性指標
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テトラクロロエチレン マウス 吸入 肝細胞の腺種及び癌腫 5.9x10-6 (12)
トリクロロエチレン マウス 吸入 肝細胞の腺種及び癌腫、
肺の腺癌、悪性リンパ腫
2.0x10-6 (12)
ベンゼン ヒト 吸入 労働者の白血病 2.9x10-5 (12)
ベンゾ(a)ピレン ヒト 吸入 肺癌 8.7x10-2 (13),(14)






表 7-6 ユニットリスクの算出結果 
図 7-4 MOE が 100 未満の物質における MOE の範囲 
























































































































































表 7-7 リスクスクリーニング結果 
外気
平均値 I/O 95ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ
ホルムアルデヒド 1997-2004 46.910 6.5 0.021 0.5 A 1.3x10-5 6.1x10-4 A A A
アクロレイン 2000-2003 0.267 3.0 0.00016 0.6 A A A
1,4-ジクロロベンゼン 1997-2003 114.149 49.2 318.989 2.143 18.8 B 6.7 A A C
アセトアルデヒド 2000-2004 25.140 6.8 0.491 19.5 B B C
2-ブトキシエタノール 2001-2003 2.891 90.3 5.897 0.069 24.0 B 11.8 B B C
四塩化炭素 1997-2003 1.542 2.2 1.132 0.042 27.5 B 37.4 B B B
キシレン 1997-2004 24.888 3.9 60.831 0.722 29.0 B 11.9 B B B
d-リモネン 1997-2003 27.164 58.5 60.339 0.794 29.2 B 13.2 B B C
ベンゼン 1997-2003 4.554 1.7 7.125 0.135 29.7 B 19.0 B 2.9x10-5 1.3x10-4 A 2.1x10-4 A A A
トルエン 1997-2004 80.443 3.8 140.432 2.635 32.8 B 18.8 B B B
ナフタレン 2001-2003 2.078 14.3 8.896 0.093 44.7 B 10.4 B B B
1,2,4-トリメチルベンゼン 1997-2003 15.325 7.1 28.694 0.883 57.6 B 30.8 B B C
1,2-ジクロロプロパン 1997-2003 0.444 3.8 0.639 0.041 92.9 B 64.6 B B C
クロルデン 1999-2002 0.0062 24.8 0.00079 128.0 C C C
ε-カプロラクタム 2001-2003 0.889 59.0 0.609 0.143 160.7 C 234.6 C C C
ノナナール 1997-2003 7.925 7.5 1.378 173.9 C C C
1,3,5-トリメチルベンゼン 1997-2003 4.710 4.6 6.561 0.883 187.4 C 134.5 C C C
1,2,3-トリメチルベンゼン 1997-2003 3.616 5.4 8.197 0.883 244.1 C 107.7 C C C
n-ヘキサン 1997-2003 6.619 2.3 13.076 1.619 244.6 C 123.8 C C C
エチルベンゼン 1997-2004 17.977 3.5 35.139 5.848 325.3 C 166.4 C C C
スチレン 1997-2004 4.683 13.3 13.069 1.530 326.7 C 117.1 C C C
ジクロロメタン 1997-2003 9.842 5.0 21.659 3.333 338.7 C 153.9 C C C
デカナール 1997-2003 3.975 6.9 1.378 346.6 C C C
クロロホルム 1997-2003 1.147 2.6 1.654 0.429 373.6 C 259.1 C C C
フェンチオン 1999 0.0017 n.a. 0.00067 398.7 C C n.a
トリクロロエチレン 1997-2003 3.045 3.9 4.104 1.349 443.1 C 328.8 C 2.0x10-6 6.1x10-6 B 8.2x10-6 B B B
ブタナール 2000-2003 1.900 5.4 0.899 473.1 C C C
n-デカン 1997-2003 18.763 9.8 61.455 11.111 592.2 C 180.8 C C C
酢酸メチル 2001-2003 2.938 115.1 17.089 1.888 642.6 C 110.5 C C C
n-ノナン 1997-2003 16.245 13.2 45.771 11.111 684.0 C 242.8 C C C
クロルピリホス 1999-2002 0.014 5.0 0.123 0.010 690.8 C 81.0 B B C
2-ブトキシエトキシエタノール 2001-2003 0.692 1.9 4.435 0.560 809.1 C 126.2 C C B
オクタナール 2001-2003 1.500 2.0 1.378 918.5 C C C
n-ウンデカン 1997-2003 12.071 11.3 32.610 11.111 920.5 C 340.7 C C C
フェニトロチオン 1999-2001 0.004 n.a. 0.0042 942.9 C C n.a
ベンゾ(a)ピレン 1999-2002 0.001 0.9 8.7x10-2 5.0x10-5 A A A
酢酸ビニル 2001-2003 2.964 3.6 7.934 3.143 1060.3 C 396.1 C C C
フタル酸ジ-2-エチルヘキシル 1999-2002 0.354 4.9 0.411 1162.6 C C C
n-テトラデカン 1997-2003 8.879 8.3 10.288 11.111 1251.3 C 1080.0 C C C
クロロジブロモメタン 1997-2003 1.885 10.7 1.375 2.381 1263.3 C 1731.6 C C C
i-バレルアルデヒド 2000-2003 0.700 2.2 0.899 1284.0 C C C
n-オクタン 1997-2003 8.567 10.7 12.567 11.111 1297.0 C 884.1 C C C
n-ドデカン 1997-2003 8.527 7.4 22.478 11.111 1303.1 C 494.3 C C C
エタノール 1997-2003 202.814 135.8 1256.438 266.667 1314.8 C 212.2 C C C
n-トリデカン 1997-2003 7.586 7.6 18.132 11.111 1464.6 C 612.8 C C C
1-ブタノール 1997-2003 4.841 14.1 6.178 7.300 1507.9 C 1181.6 C C C
























































酢酸-n-ブチル 1997-2003 9.004 11.5 22.5 14.286 1586.6 C 634.3 C C C
1,2-ジクロロエタン 1997-2003 0.480 2.3 1.352 0.833 1737.0 C 616.4 C C C
テトラクロロエチレン 1997-2003 1.367 2.9 2.843 2.420 1769.8 C 851.1 C 5.9x10-6 8.1x10-6 B 1.7x10-5 A A A
メタクリル酸メチル 2001-2003 0.723 10.0 5.697 1.821 2519.3 C 319.7 C C C
2-エトキシエタノール 2001-2003 0.262 5.5 0.977 0.679 2594.9 C 694.5 C C C
1-オクテン 2001-2003 1.948 7.7 2.109 5.556 2851.9 C 2634.2 C C C
フタル酸ジ-n-ブチル 1999-2003 0.573 9.1 1.349 1.733 3022.7 C 1284.9 C C C
2-メチルオクタン 2001-2003 3.105 22.8 8.431 11.111 3578.5 C 1317.9 C C C
アセトン 1997-2003 27.706 6.9 61.654 100.000 3609.3 C 1622.0 C C C
3-メチルオクタン 2001-2003 2.790 15.6 9.751 11.111 3983.2 C 1139.5 C C C
n-ペンタデカン 1997-2003 2.541 7.0 4.178 11.111 4372.7 C 2659.4 C C C
イソプロピルベンゼン 2001-2003 0.659 6.4 2.200 2.917 4429.3 C 1325.8 C C C
ベンズアルデヒド 2000-2003 3.367 3.5 15.873 4714.8 C C C
2-メチルノナン 2001-2003 2.336 13.9 12.148 11.111 4756.5 C 914.6 C C C
2-エトキシエチルアセテート 2001-2003 0.699 13.7 4.075 3.375 4828.3 C 828.2 C C C
シクロヘキサン 2001-2003 1.975 2.9 6.889 10.238 5185.2 C 1486.2 C C C
2-メトキシエタノール 2001-2003 0.032 1.3 0.000 0.166 5189.7 C C C
メチルイソブチルケトン 1997-2003 4.519 9.3 11.972 25.650 5676.7 C 2142.5 C C C
3,5-ジメチルオクタン 2001-2003 1.617 18.0 8.782 11.111 6871.4 C 1265.2 C C C
α-メチルスチレン 2001-2003 0.183 50.4 0.908 1.333 7286.0 C 1468.4 C C C
n-ヘキサデカン 1997-2003 1.423 2.6 2.589 11.111 7808.2 C 4291.7 C C C
2-プロパノール 2001-2003 2.639 19.1 10.539 22.243 8428.5 C 2110.5 C C C
1,1,1-トリクロロエタン 1997-2003 1.299 3.8 1.337 12.800 9855.6 C 9573.7 C C C
メチルエチルケトン 1997-2003 8.252 4.6 18.075 86.858 10526.2 C 4805.4 C C C
酢酸エチル 1997-2003 9.260 4.3 29.770 100.000 10798.8 C 3359.1 C C C
2-メチル-1-プロパノール 2001-2003 1.321 5.2 2.910 18.036 13653.1 C 6197.8 C C C
プロピレングリコール 2001-2003 0.141 2.6 0.868 2.667 18912.5 C 3072.2 C C C
シクロヘキサノン 2001-2003 2.250 5.2 50.000 22222.2 C C C
酢酸リナリル 2001-2003 0.189 25.9 1.280 4.933 26102.3 C 3854.2 C C C
メタノール 2001-2003 1.122 12.6 6.555 38.435 34255.6 C 5863.4 C C C
1-メトキシ-2-プロパノール 2001-2003 0.486 14.4 3.085 19.861 40865.8 C 6437.9 C C C
2,6-ジ-t-ブチル-4-メチルフェ
ノール
2001-2003 0.178 12.2 1.140 8.333 46948.4 C 7309.9 C C C
フェノール 2001-2003 0.092 26.2 0.998 4.524 49440.5 C 4532.9 C C C
ビスフェノールA 1999-2002 0.001 1.9 0.060 51535.8 C C C
リン酸トリス(2-クロロイソプロ
ピル） 1999 0.0930 n.a. 8.889 95627.8 C C n.a
リン酸トリ-n-ブチル 1999 0.0268 n.a. 3.000 111903.2 C C n.a
アセトフェノン 2001-2003 1.074 8.1 2.089 141.000 131284.9 C 67496.4 C C C
1,4-ジオキサン 2001-2003 0.049 1.3 1.166 8.333 170068.0 C 7146.9 C C C
ペルメトリン 1999-2002 0.0052 18.8 1.667 320512.8 C C C
アジピン酸ジ-2-エチルヘキシ
ル 1999-2002 0.025 4.5 9.333 374139.2 C C C
フタル酸ブチルベンジル 1999-2002 0.006 1.7 2.222 386473.4 C C C
メチル-t-ブチルエーテル 2001-2003 0.064 3.7 0.000 25.714 404949.4 C C C
フタル酸ジエチル 1999-2002 0.109 9.2 50.000 457714.2 C C C
フタル酸ジシクロヘキシル 1999-2002 0.001 4.3 1.778 1646090.5 C C C
リン酸トリス(2-クロロエチル） 1999 0.0027 n.a. 5.238 1925770.3 C C n.a
























国土交通省(2001, 2004)の全国調査において、2000年から 2003年にかけて平均室内濃度は 55%
減少している。しかし、依然として高いリスクの範囲にある。今後、さらなる対策を検討する
必要があろう。 
図 7-6 にリスク判定結果が得られた全ての化学物質のリスクと I/O 比を示す。MOE または
がん過剰発生率と I/O 比の間には統計的に有意な相関は得られなかった。ベンゾ(a)ピレンやベ
ンゼンなど、I/O 比が 1 に近い化学物質でリスク判定が A となっている。このことは、表 7-7
および 7-8 から明らかなように、外気濃度のリスク判定も A であり、すでに高いリスクで外気
が汚染されていることがわかる。ホルムアルデヒド、アクロレイン、テトラクロロエチレンも
外気のリスク判定結果は室内と同じ A であり、外気が高いリスクで汚染されていた。 

















































































































図 7-7 各物質のリスクと 25℃蒸気圧










ホルムアルデヒド 6.5 A A ＊ ＊ ＊ ＊
アクロレイン 3.0 A A ＊
ベンゼン 1.7 A A ＊ ＊ ＊ ＊
テトラクロロエチレン 2.9 A A ＊ ＊ ＊
ベンゾ(a)ピレン 0.9 A A ＊
1,4-ジクロロベンゼン 49.2 A C ＊
ナフタレン 14.3 B B
四塩化炭素 2.2 B B
キシレン 3.9 B B ＊
トルエン 3.8 B B ＊
トリクロロエチレン 3.9 B B ＊ ＊ ＊
アセトアルデヒド 6.8 B C ＊ ＊
2-ブトキシエタノール 90.3 B C
d-リモネン 58.5 B C
1,2,4-トリメチルベンゼン 7.1 B C
1,2-ジクロロプロパン 3.8 B C
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リスク判定 A の物質のうち、1,4-ジクロロベンゼンは、顕著に I/O 比が高かった。この物質
は、主に家庭用防虫剤として使用されており、室内に強い発生源を有する。この物質への曝露
は、居住者の住まい方に強く依存する。そのため、使用方法に関する勧告やリスク情報の提供
等の措置が必要であろう。ナフタレンは、リスク判定 B ではあるが、顕著に I/O 比が高かった。
この物質は、主に家庭用防虫剤として、住宅を中心に幅広く使用されている。そのため、予防
の観点から同様の措置を検討すべきであろう。 




推奨されるであろう。リスク判定 B のうち、その他に高い I/O 比を有する化学物質は、アセト
アルデヒド、2-ブトキシエタノール、d-リモネン、1,2,4-トリメチルベンゼン、1,2-ジクロロプ
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1995 年 1 月以降の約 10 年間に報告された居住環境中の室内濃度の実態調査データ、および
関係諸機関による化学物質の有害性に関する評価文書をもとに、日本における室内空気汚染化
学物質のリスクスクリーニング手法を確立した。そして、本研究により 93 の化学物質のリス
クを判定することができた。その結果、対策を必要とするリスク判定 A の 6 物質、詳細な調査
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第８章 リスク評価の不確実性とその対応に関する事例研究 











欧州では 1970 年代、ドイツやスウェーデンを中心に予防原則(Precautionary Principle)ある
いは予防的取組方法(Precautionary approach)という概念が生まれ(O’Riordan and Cameron, 
1994)、2000 年 2 月に欧州委員会(CEC, 2000)がその適用指針を公表した。そして、世界保健








































樹脂の使用が開始され、1935 年に日本でユリア樹脂の製造が開始された。そして 1939 年、日
本でユリア樹脂系接着剤の製造が開始された (安藤ら , 1962; 高分子科学技術史編集委員会 , 
2000; 高分子編集委員会, 1982; 接着技術便覧編集委員会, 1962; 相馬, 1977; 村橋ら, 1969)。
ユリア樹脂は、木材に対する接着性に優れ、安価であった。そのため、合板やパーティクルボ
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合板 (Stöger, 1965)やパーティクルボード  (Plath, 1966)から放散されるホルムアルデヒドの
定量方法に関する研究が行われた。そして 1968 年にオーストリアの Neusser (1968)らは、当


























ド濃度を測定した結果、それぞれ平均 0.443ppm（最小 0.31～最大 0.61；新築校舎）、0.573ppm
（最小 0.31～最大 0.97；新築校舎）、0.129ppm（最小 0.08～最大 0.33；築 1960 年代）であ
り、主な排出源は天井や壁に用いられたユリア樹脂系接着剤で製造された合板であった。そし
て、これら 3 つの学校の生徒 1,594 人と、このような合板が使用されていない 1960 年代半ば
に開設した古い学校の生徒 497 人に対して体調に関するアンケート調査を行った結果、ホルム
アルデヒドを排出する合板が使用された学校の生徒の方が、頭痛や吐き気などの機能障害、鼻
や咽頭粘膜の刺激、結膜の刺激を申告する割合が有意に高かった(Burdach et al., 1980)。そこ
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でこれらの調査結果が報告された 1977 年、この結果を重視した連邦保健省は専門家会合を開
催し、この報告後わずか 3 ヶ月間で 0.1ppm の室内空気質ガイドラインを定めた(Hollowell et 





表 8-1 ドイツの経緯：早期警告とその対応  
年代 出来事 
1884 年 ドイツで尿素とホルムアルデヒドの縮合反応物（尿素樹脂）が発見される 














連邦保健省が 0.1ppm の室内空気質ガイドラインを定める 
1980 年 パーティクルボードから排出されるホルムアルデヒド濃度の基準を規定 
1985 年 ユリア樹脂系発泡断熱材（UFFI）から排出されるホルムアルデヒド濃度の
基準を規定 
1985-1986 年 全国調査 GerES I の結果、ガイドライン超過率は 4.8% 
1986 年 州の有害物質条例において、合板や繊維板などの木質建材に対して、パー
ティクルボードと同様の排出濃度基準を定める 
1987-1989 年 全国調査の結果、ガイドライン超過率は 6% 
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定め、0.1ppm を越える排出濃度のパーティクルボードの使用を禁じた。1985 年には、UFFI
から排出されるホルムアルデヒド濃度の基準 0.1ppm が定められ、それ以下の室内濃度を達成
するために、室内の空気に UFFI が触れないように使用することが規定された。1986 年には、
州の有害物質条例において、合板や繊維板などの木質建材に対して、1980 年のパーティクルボ
ードと同様の排出濃度基準を定めた(CEC, 1990)。 
1985 年の全国調査(German Environmental Survey 1985/86: GerES I)では、ホルムアルデ
ヒドのガイドライン超過率が 329 戸の住宅のうち 4.8%であった。また、1987 年から 1989 年
の全国調査では、580 のアパートの居間においてガイドライン超過率が 6%であった。また 1992
年の全国調査では、502 戸の住宅のうちガイドライン超過率が 14%強であった。1992 年の調
査で高いガイドライン超過率であった理由は、ホルムアルデヒド放散量の高いパーティクルボ
ードの生産が 1989 年まで行われたためだと考えられている(Seifert et al., 2000)。 
 
 
8-3-3. アメリカの事例  
1972 年頃から UFFI による臭気や健康影響問題が消費者製品安全委員会(CPSC)に報告され
ていた(CPSC, 1978)。CPSC は、1978 年 12 月、デンバー地方検察局消費者部門から、住宅に
用いられる UFFI の安全基準を設定するよう要請を受け、UFFI による健康影響の調査と規制
の検討を開始した。そして、1979 年 5 月、ホルムアルデヒドによる刺激や感作に関する調査





よう勧告した。これは、1979 年 10 月に、アメリカ化学工業毒性学研究所(CIIT)が、ラットを
用いた実験により、15ppm の高濃度のホルムアルデヒドにより鼻腔がんが観察されたと報告し
たことや(CPSC, 1979)、NAS の調査において、0.01～31.7ppm という広範囲のホルムアルデ
ヒド濃度においてホルムアルデヒドへの刺激感応性が報告されており、より感受性の高い人々
を含めた一般大衆のリスクのばらつき  (variability) に対する不確実性を考慮したものであっ
た。この結果をうけて、1980 年、CPSC は、米国家毒性プログラム(NTP)と共同でホルムアル
デヒドパネルを組織し、発がん性に関して再評価を行った結果、1980 年 11 月、ホルムアルデ
ヒドの人への発がん性に関して慎重に考えるべきだと結論付けた(CIMARPH, 1983)。1982 年
に CPSC は、大規模な実態調査を行った。そして、UFFI 使用住宅 636 戸では平均 0.12ppm
（0.01-3.4ppm）、UFFI 未使用住宅 41 戸では平均 0.03ppm（0.01-0.08ppm）のホルムアルデ
ヒド濃度であった(Hileman, 1982)。これらの結果から、CPSC (1982)は 1982 年、住宅と学校
で使用される UFFI の販売を禁止した。 
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この決定は、UFFI の使用と健康影響を示す十分な科学的根拠が得られていないにも関わら
ず、その影響は深刻であるとの考えによりなされた。しかしながら、1983 年 4 月、第 5 巡回
控訴裁判所がその禁止を無効にするとの判決を下した。CPSC は、最高裁判所へ控訴するため
に司法次官に再審査請求を行ったが(CPSC, 1983a)、認められず、1983 年 8 月 24 日、CPSC





旦 UFFI の使用を禁じたため、住宅におおける UFFI の使用はその後激減した。 
この動きは、ユリア樹脂系接着剤を使用した木質建材にも影響した。1980 年から 1984 年に
かけて、これらの木質建材からのホルムアルデヒド放散量は 75%低下した(Mccredie, 1992)。
1984 年 8 月に住宅・都市開発省(HUD)は、小型チャンバー法(GPO, 2002a)による合板 0.2ppm、
パーティクルボード 0.3ppm のホルムアルデヒド濃度排出基準を定めた(GPO, 2002b)。木質建
材からのホルムアルデヒド放散量は、1985 年に約 85%まで低下した後、1991 年までその傾向
は続いている(Mccredie, 1992)。1995 年から 1997 年にかけてアリゾナ州の 187 の住宅で実態
調査(Sydney, 1999)を行ったところ、平均 0.017ppm、最大 0.33ppm、90 パーセンタイル値で












に対して発がん性を示す可能性がある）に定めていた(IARC, 1987)が、2004 年にグループ 1
（人に対して発がん性がある）に変更した(IARC, 2004)。この変更は、人の鼻咽腔癌に関して
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表 8-2 アメリカの経緯：早期警告とその対応 
年代 出来事 
1968 年 アメリカ産業衛生協会(AIHA)が感覚刺激をエンドポイントとしてホルムア





















CPSC が住宅と学校で使用される UFFI の販売を禁止 
1983 年 CPSC の UFFI 使用禁止をアメリカ第 5 巡回控訴裁判所が解除 
1984 年 住宅・都市開発省(HUD)が小型チャンバー法による合板(0.2ppm)とパーテ
ィクルボード(0.3ppm)ホルムアルデヒドの排出基準を策定 
1991 年 カリフォルニア州環境保護庁(CEPA)は、ホルムアルデヒド濃度 0.05ppm 目
標レベル ,0.1ppm 低減行動レベルを公表、発がん性に関しては実行可能な
限り低い濃度に低減するよう勧告 
2004 年 国際がん研究機関 (IARC)がホルムアルデヒドの発がん性分類をグループ
2A からグループ 1（人に対して発がん性あり）に変更 
2004 年 カリフォルニア州環境保護庁(CEPA)は、眼や喉への刺激をエンドポイント






カナダでもアメリカ同様、1978 年に UFFI を使用した住宅における健康影響問題が生じてい
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た。そこでカナダ保健省は 1979 年に居住環境中のガイドライン 0.10ppm を定めた。さらに、
1980 年にアメリカでホルムアルデヒドと発がんの関連性が動物実験で発表されたことを受け、
カナダ保健省は 1980 年 12 月に UFFI を使用禁止とした(Lansink, 1985)。UFFI センターが
2,400 戸の住宅を全国調査した結果、UFFI が使用されていた 2000 戸の住宅におけるホルムア





1991 年、ケベック州高等裁判所は、1970 年代後半から 1980 年代にかけて生じた UFFI 問
題について、UFFI が使用された住宅と、その居住者の健康問題との因果関係を立証する十分
な科学的証拠はなかったと結論を下した(Finlay, 1994)。しかしながら、カナダ保健省の UFFI
使用禁止令は、1985 年の有害製品法(Hazardous Products Act, 1985)で規定(Item 34 of Part I 
of Schedule I)されており、現在も継続されている。 
 
 







カナダ保健省が居住環境中のガイドライン 0.10ppm を定める 
1980 年 
対応 II 
カナダ保健省が建物への UFFI の使用を禁止 
1981 年 2400 戸の住宅で全国調査を実施、UFFI 住宅のガイドライン超過率は 16%、
室内濃度は UFFI 使用住宅 0.054ppm、UFFI 未使用住宅 0.036ppm 
1985 年 建物への UFFI 使用禁止が有害製品法で規定 
1987 年 
対応 III 
カナダ保健省は、ガイドライン 0.1ppm の行動値に加え 0.05ppm の目標値
を策定 
1991 年 ケベック州高等裁判所は、UFFI 使用住宅と、その居住者の健康問題との因
果関係を立証する十分な科学的証拠はなかったと結論 
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カナダ保健省は、UFFI の使用と発がんの関連性に対して科学的不確実性が残っているにも
























用品の規制に関する法律が施行され、1975 年 10 月から一部の衣料に含まれるホルムアルデヒ
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から平均 0.12ppm（最小 0.09～最大 0.15）のホルムアルデヒドを検出し、三谷ら(1985)は、入
居後まもなく化学物質による目の刺激と診断された居住者が住む築 3 ヶ月後の新築住宅から、






1990 年代に入り、国立公衆衛生院が、室内空気質に関する WHO との国際共同研究として、
建築物の衛生的環境の確保に関する法律（建築物衛生管理法）が適用される 10 の建築物に対
してホルムアルデヒドの実態調査を行い、平均 0.01ppm（最小 0.0～最大 0.03）のホルムアル
デヒドを検出した(Yoshizawa, 1996)。さらに 1995 年、19 の新築戸建住宅（築後半年以内）と
12 の中古戸建住宅に対してホルムアルデヒドの実態調査を行い(池田ら, 1998)、中古住宅では
WHO Europe (1987)が 1987 年に定めた気中濃度のガイドイラン 0.08ppm を越えた住宅はなか
ったが、冬・春季約 26％、夏・秋季約 5％の新築戸建住宅で WHO Europe のガイドラインを
越えていた。そこで 1996 年、国立医薬品食品衛生研究所が、全国 230 の住宅に対してホルム
アルデヒドの大規模な実態調査を行った (安藤 , 1997)。その結果、約 25％強の住宅において
WHO Europe のガイドラインを越えていたことが明らかとなった。この結果をふまえ、1997
年 6 月に厚生省（現、厚生労働省）は、人の鼻咽頭粘膜に対する刺激からホルムアルデヒドの
室内濃度指針値 0.1mg/m3（0.08ppm）を策定した(厚生省, 1997)。1970 年に健康影響が報告さ
れてから 27 年が経過しており、ドイツの指針値策定から 20 年遅れた対応であった。 
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表 8-4 日本の経緯：早期警告とその対応 
年代 出来事 









1980 年 住宅におけるホルムアルデヒドの最初の実態調査、居間 0.14ppm、外気
0.005ppm、建材や家具類に使用されている接着剤が原因と推定 






1983 年 日本の研究が室内濃度指針値の策定を提唱 
1996 年 
再警告 I 






















































アメリカ CPSC とカナダによる UFFI 禁止令は、発がんをエンドポイントとしており、NAS
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表 9-1 諸外国におけるリスク管理の枠組み (Jardine et al., 2003) 
国 組織等 発表年 評価文書
アメリカ 大統領府・議会諮問委員会 1997 Framework for Environmental Health Risk Management
カナダ 保健福祉省 1990 Health Risk Determination: The Challenge of Health Protection
カナダ 保健省 2000 Health Canada Decision-Making Framework for Identifying,
Assessing and Managing Health Risks
カナダ 保健省 1994 Canadian Environmental Protection Act: Human Health Risk
Assessment of Priority Substances
カナダ カナダ規格協会 (CSA) 1997 CSA-Q8550 Risk Management: Guidelines for Decision-Makers
アメリカ アメリカ研究審議会 (NRC) 1983 Risk Assessment in the Federal Government: Managing the Process
アメリカ アメリカ研究審議会 (NRC) 1996 Understanding Risk: Informing Decisions in a Democratic Society
オーストラリア 保健審議会 2002 Environmental Health Risk Assessment
カナダ カナダ環境閣僚会議(CCME) 1996 A Framework for Ecological Risk Assessment
カナダ 環境省 1996 Ecological Risk Assessments of Priority Substances Under the
Canadian Environmental Protection Act
アメリカ 環境保護庁 1998 Guidelines for Ecological Risk Assessment
－ Rampal ans Sadhra 1999 Proposed Model for Occupational Health Risk Assessment and
Management
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表 9-1 の枠組みのうち、生態リスクと労働衛生のリスクを除くと 8 つの枠組みが得られる。
その中にはリスク評価またはリスク管理に関する枠組みがそれぞれ 4 つある。これらのリスク
管理の枠組みは、アメリカ大統領府・議会諮問委員会(USPCC, 1997)が作成した「Framework 
for Environmental Health Risk Management」を基礎としている。また、リスク評価に関し
ては、アメリカ研究審議会(National Research Council: NRC)とアメリカ国立科学アカデミー
(U.S. National Academy of Sciences: NAS)が作成した「Risk Assessment in the Federal 









































図 9-1 アメリカ大統領府・議会諮問委員会によるリスク管理の枠組み 
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会指令 93/67/EEC (CSC, 1993)で参考にされている。室内空気汚染物質のリスク評価に関して
は、欧州委員会共同研究センター(Joint Research Center: JRC)の研究プロジェクトである欧
州共同研究 (European Collaborative Action: ECA)が報告書を公表している(ECA, 2000)。こ





表 9-2 欧米のリスク評価の枠組み (ECA, 2000) 








































































図 9-2 リスク評価の手順とリスク管理との関係 
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9-3-4. 定性的リスクランキングスキーム (Qualitative risk ranking scheme) の開発 
既往の文献等において、化学物質の定性的リスクランキングスキームに関する研究はほとん
どみあたらない。英国バース大学 Department of Biology and Biochemistry の Jewell (1998)
が有害化学物質使用時のリスクの格付けを行っている。1994 年の化学物質危険有害性表示規則
































Qualitative risk ranking 
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1) 有害性ランキング (Hazard ranking) 









関(International Agency for Research on Cancer: IARC)による発がん性分類(IARC, 2004)と、







した。例えばトルエンの場合、IARC Group 3, R63 Cat.3, R48, R38, R67 に分類されている。
よって、R63 Cat.3 と R48 から中程度の有害性とランキングする。表 9-3 に有害性ランキング















表 9-3 有害性ランキング評価表 
IARC






R67 R36, R37R66, R38
中程度 Group 2B R40 Cat.3 R62 Cat.3R63 Cat.3 R46 Cat.2 R42,R43
R23, R24
R25, R48 R41 R34
高い Group 2A R45 Cat.2R49 Cat.2
R60 Cat.2
R61 Cat.2 R46 Cat.1
R26, R27
R28, R39 R35










































組織 有害性 分類 内容




















一般毒性 R20 有害性を示す（気体の吸入, 2<LC50≦20mg/l/4hr, ラット）有害性を示す（粒子の吸入, 1<LC50≦5mg/l/4hr, ラット）
R21 有害性を示す（経皮, 400<LD50≦2000mg/kg, ラット））
R22 有害性を示す（経口, 200<LD50≦2000mg/kg, ラット）
R23 中程度の毒性を示す（気体の吸入, 0.5<LC50≦2mg/l/4hr, ラット）中程度の毒性を示す（粒子の吸入, 0.25<LC50≦1mg/l/4hr, ラット）
R24 中程度の毒性を示す（経皮, 50<LD50≦400mg/kg, ラット））
R25 中程度の毒性を示す（経口, 25<LD50≦200mg/kg, ラット）
R26 強い毒性を示す（気体の吸入, LC50≦0.5mg/l/4hr, ラット）強い毒性を示す（粒子の吸入, LC50≦0.25mg/l/4hr, ラット）
R27 強い毒性を示す（経皮, LD50≦50mg/kg, ラット）















表 9-4 IARC および EU の有害性分類 
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学物質事典：風土社 2006 年 5 月刊行」を参考とした。最終的に、それぞれの評価項目のスコ

















表 9-5 ガス状物質の曝露量スコアー表 






b 含有量 < 1% 1 - 10 % > 10 %


















































表 9-6 粒子状物質の曝露量スコアー表 
表 9-7 各評価項目の評価基準と具体例 




















100 > 10 % ・主成分として使用されている （MSDS 注３）等参照） 断熱材、防音材、軟質塩化ビニル樹脂の可
塑剤、樹脂の難燃剤
10 1 - 10 % ・補助成分として使用されている （MSDS等参照） 接着剤や塗料の溶剤

























１）ローディングファクター: 設置面積 (m2)／空間容積 (m3)














b 含有量 < 1% 1 - 10 % > 10 %


























3) 定性的リスクランキング (Qualitative risk ranking) 
有害性ランキングおよび曝露量ランキングをもとに定性的リスクランキングを行い、リスク
を判定する。表 9-9 に定性的リスク判定表を示す。判定 A の物質は、リスクが高く対策が必要
と想定されるが、健康影響の指標となる濃度が算出できないため、合理的に達成可能な限り低





















表 9-8 曝露量ランキング評価表 
表 9-9 定性的リスク判定表 






極めて少ない わずか 少ない 中程度 多い
極めて低い C C C C C
低い C C C C C
中程度 C C C C B
高い C C B B A
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圧は、米国のシラキュース調査会社 (Syracuse Research Corporation: SRC, 2005)のデータベ
ースを利用した。居住環境での使用度合いと室内空気への接触度合いは、製品の用途がわかれ
ば推測できる。よって、製品の用途と製品中の含有量に関する情報を主に調査した。調査結果
を表 9-10、表 9-11 に示す。合計 24 物質の情報を得た。これらの調査結果が得られた化学物質
について、定性的リスクランキングを実施し、第 7 章の定量的リスクランキング結果と対比し
た。その際、定量的リスクランキング結果と定性的リスクランキング結果のリスク判定の一致
率が最も高くなるよう感度解析を実施し、表 9-3, 表 9-5, 表 9-6, 表 9-7, 表 9-8, 表 9-9 の内容
を調整した。これらの表は、すでに調整後の内容が反映されている。 
感度解析の結果、最も一致率が高かった解析結果を表 9-12 に示す。表 9-12 から明らかなよ
うに、24 物質のうち 16 物質（一致率 66.7%）が定量的リスクランキングの判定結果と定性的
リスクランキングの判定結果が同じであった。また、それぞれの判定結果が異なっていても、








表 9-10 化学物質の用途と含有量 
化学物質 用途と含有量に関する情報 
アセトアルデヒド 合板用水性形接着剤 0.0007% (斉藤ら , 2005) 
アセトン 内装用接着剤 10%未満  (コニシ , 2005a, 2005b) 
エタノール  内装用下塗り塗料 60～70% (東日本塗料 , 2003b) 
エチルベンゼン 床用塗料 13% (水谷ペイント , 2003a) 
内装用塩化ビニル樹脂塗料 3.5% (東日本塗料 , 2002b) 
内装塗料用下塗り剤 9.5% (東日本塗料 , 2000) 
キシレン 木部用クリアー塗料 0～14.1% (関西ペイント株式会社 , 2005) 
シーリング剤用下塗り剤 9% (サンスター技研 , 2003c) 
内装用塩化ビニル樹脂塗料 3.5% (東日本塗料 , 2002b) 
クロルピリホス シロアリ防除剤 : 主剤クロルピリホス  (吉田ら , 2004) 
酢酸エチル  シーリング剤用下塗り剤 50～60% (サンスター技研 , 2004a, 2004b) 
内装塗料用下塗り剤 15% (東日本塗料 , 2000) 
内装用接着剤 20%未満  (コニシ , 2005a, 2005b) 
酢酸ビニル  合板用水性形接着剤 0.002% (斉藤ら , 2005) 
内装用塩化ビニル樹脂塗料 1.8% (東日本塗料 , 2002b) 
内装塗料用下塗り剤 1.1% (東日本塗料 , 2000) 
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表 9-11 化学物質の用途と含有量－続き－ 
化学物質 用途と含有量に関する情報 
酢酸-n-ブチル シーリング剤用下塗り剤 5～15% (サンスター技研 , 2003c) 
木部床用塗料 20～25% (東日本塗料 , 2003a) 
シクロヘキサン 内装用接着剤 40%未満  (コニシ , 2005a) 
内装用接着剤 20%未満  (コニシ , 2005b) 
1,4-ジクロロベンゼン  引き出し、衣装ケース用防虫剤の主剤  (東京都 , 2002) 
スチレン 断熱用発泡ポリスチレン 0.1% (勝山ら , 2004) 
トルエン 床フローリング用接着剤 7.5～10.0% (塩尻市教育委員会 , 2002) 
床塩ビシート用接着剤 3.8% (塩尻市教育委員会 , 2002) 
木部用クリアー塗料 0～35.4% (関西ペイント株式会社 , 2005) 
シーリング剤用下塗り剤 53% (サンスター技研 , 2003c) 
内装用塩化ビニル樹脂塗料 23.6% (東日本塗料 , 2002b) 
ナフタレン  防虫剤の主剤  (日本中毒情報センター , 2005) 
1-ブタノール シーリング剤用下塗り剤 5～15% (サンスター技研 , 2003a) 
フタル酸ジ-2-エチルヘキ
シル 
塩ビ長尺床材 21% (日東紡績 , 2004) 
床用塗料 10～20% (水谷ペイント , 2004) 
内装用塩化ビニル樹脂塗料 3% (東日本塗料 , 2002b) 
2-プロパノール 床用塗料 10～20% (水谷ペイント , 2003b) 
木部用酒精塗料 20～30% (東日本塗料 , 2002a) 
n-ヘキサン  天井断熱材料接着剤 60～70% (井上 , 2005) 
シーリング剤用下塗り剤 85～95% (サンスター技研 , 2003b) 
ベンゼン シーリング剤用下塗り剤 0.2% (サンスター技研 , 2003a) 
ベンゾ(a)ピレン 自動車排気ガスの粒子状物質中にベンゾ(a)ピレンを含む多環芳香族炭
化水素類が 0.5～0.7% (泉川ら , 1997; Dubowsky et al., 1999; 環境省 , 
2002) 
紙巻きたばこの副流煙 68～136ng/本  (厚生労働省 , 2005) 
ハウスダスト 0.000097% (Lewis et al., 1999) 
ホルムアルデヒド パーティクルボード 0.03～0.3% (Neusser, 1968) 
合板のユリア樹脂形接着剤 2.5～3.6% (堀岡ら , 1957) 
合板用水性形接着剤 0.0017% (斉藤ら , 2005) 
メラミン樹脂系塗料 0.1～0.4% (寺尾ら , 2003) 
メタノール  天井断熱材料接着剤 30～40% (井上 , 2005) 
ビニル床用接着剤 35～45% (井上 , 2005) 
木部用酒精塗料 20～30% (東日本塗料 , 2002a) 
メチルイソブチルケトン 内装塗料用下塗り剤 10% (東日本塗料 , 2000) 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































リスクランキング結果を表 9-14 に示す。 
 
表 9-13 化学物質の用途と含有量 
化学物質 用途と含有量に関する情報 
グラスウール 保温版、かさ比重 0.01～0.12 (通商産業省 , 1980) 
ロックウール 保温版、かさ比重 0.03～0.16 (通商産業省 , 1980) 
吹付、かさ比重 0.15～0.25 (通商産業省 , 1980) 
酢酸イソブチル 内装用塩化ビニル樹脂塗料 1～10% (東日本塗料 , 2002b) 
内装塗料用下塗り剤 10% (東日本塗料 , 2000) 
1-メトキシ-2-アセトキシ
プロパン  (PGMEA) 
内装用塩化ビニル樹脂塗料 1～10% (東日本塗料 , 2002b) 
木部床用塗料 1～10% (東日本塗料 , 2003a) 
内装塗料用下塗り剤 10% (東日本塗料 , 2000) 
メチルシクロヘキサン  木部床用塗料 25～35% (東日本塗料 , 2003a) 
内装用接着剤 15%未満  (コニシ , 2005a) 
内装用接着剤 20%未満  (コニシ , 2005b) 
ミネラルスピリット 木部床用塗料 30～40% (東日本塗料 , 2003c) 
トルエンジイソシアネー
ト(TDI) 
床用塗料 0.1% (東日本塗料 , 2004) 
床用塗料 5% (東日本塗料 , 2002d) 
ヘキサメチレンジイソシ
アネート(HDI)  
床用塗料 0.14% (東日本塗料 , 2004) 
ジフェニルメタンジイソ
シアネート(MDI) 
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表 9-14 から明らかなように、床用塗料の硬化剤として使用されているトルエンジイソシア


























た 24 物質のうち 16 物質（一致率 66.7%）が定量的リスクランキングの判定結果と定性的
リスクランキングの判定結果が同じであった。また、それぞれの判定結果が異なっていて
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る不確実係数として 10 を除した RWI に分類していた。さらに、ドイツの RWII は、子どもの
呼吸量が大人の 2 倍であることを考慮し、子どもへの曝露を考慮する必要がある化学物質に対










した推定ヒト無毒性量またはユニットリスクと室内濃度から、Margin of Exposure (MOE)また
第１０章 総括 
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はがん過剰発生率を算出し、得られた結果に基づいてリスクを判定するスキームを開発した。
そして、1995 年 1 月以降の約 10 年間に報告された居住環境中の室内濃度の実態調査データ、
および関係諸機関による化学物質の有害性に関する評価文書をもとに、日本における室内空気
汚染化学物質のリスクの実態を明らかにした。 
室内濃度の調査の結果、159 物質の室内濃度を得た。そのうち 92 物質の推定ヒト無毒性量、
5 物質のユニットリスクを得た。推定ヒト無毒性量が得られた 92 物質のうち、吸入曝露に基づ
くものは 51 物質、ユニットリスクを得た全ての物質が吸入曝露に基づいて算出された。総じ




A の 6 物質、詳細な調査を必要とするリスク判定 B の 11 物質を明らかにした。さらに、リス
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かる時間と費用は膨らむ一方であり、その試験はなかなか進まない。既存化学物質の安全性点
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LOAEL Lowest Observed Adverse Effect Level ; 最小毒性量 
MCS Multiple Chemical Sensitivity ; 多種化学物質過敏症 
MDI Diphenylmethane-4,4’-diisocyanate ; ジフェニルメタン-4,4'-ジイソシアネート 
ME Ministry of the Environment ; 環境省  
MOE Margin of Exposure ; 曝露余裕度 
MSDS Material Safety Data Sheet ; 化学物質等安全データシート、製品安全データシート
MVOC Microbial Volatile Organic Compounds; 微生物由来揮発性有機化合物 
NAS National Academy of Sciences ; 国立科学アカデミー 
NBHW National Board of Health and Welfare ; 国立保健福祉局 
NFIC Norwegian Forum of Indoor Climate; ノルウェー室内気候フォーラム 
NFTA National Flooring Trade Organization ; 国立フローリング貿易機構 
NHMRC National Health and Medical Research Council ; 国立保健医療研究審議会 
NOAEL No Observed Adverse Effect Level ; 無毒性量 
NOEL No Observed Effect Level ; 無影響量  
NRC National Research Council ; アメリカ研究審議会  
NTP National Toxicology Program ; 国家毒性プログラム 
OECD Organisation for Economic Co-operation and Development ; 経済協力開発機構 
OEHHA Office of Environmental Health Hazard Assessment ; 環境保健有害性評価局 
OPPT Office of Pollution Prevention & Toxics ; 汚染防止有害物質部 
PB Particle Board ; パーティクルボード（木片を接着剤で圧着加工した木質系板材）
PL Product Liability ; 製造物責任 
PM2.5 Particulate Matter whose aerodynamic diameter is under 2.5μm ; 粒径 2.5μm 以下の
粒子状物質  
PM10 Particulate Matter whose aerodynamic diameter is under 10μm ; 粒径 10μm 以下の
粒子状物質  
POM Organic Compounds associated with Particulate Matter, 
Particulate Organic ; 粒子状有機化合物 
Pow オクタノール／水分配係数 
PRTR Pollutant Release and Transfer Register ; 環境汚染物質排出移動登録 
QEESI Quick Environmental Exposure. Sensitivity Inventory 
RAL Deutsches Institut fuer Guetesicherung und Kennzeichung e.V. ; ドイツ商品安全・表
示協会 
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RW I Richtwert I ; 概算値  I 
RW II Richtwert II ; 概算値  II 
SEPA State Environmental Protection Administration ; 国家環境保護総局 
SIDS Screening Information Data Set ; 初期評価データセット 
SPM Suspended Particulate Matter ; 浮遊粒子状物質  
SRC Syracuse Research Corporation ; シラキュース調査会社 
SV Standard Value ; 壁紙製品標準規格  
SVOCs Semi Volatile Organic Compounds ; 半揮発性有機化合物 
TEAM Total Exposure Assessment Methodology ; 総曝露評価手法  
TEX Toluene, Ethylbenzene, Xylene ; トルエン・エチルベンゼン・キシレン  
THADE Towards Healthy Air in Dwellings in Europe 
TLVs Threshold Limit Values ; 作業環境許容濃度 
TSP Total Suspended Particles ; 総浮遊粒子 
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UNCED United Nations Conference on Environment and Development ; 国連環境開発会議 
UNCHS United Nations Centre for Human Settlements ; 国連人間居住センター 
UNEP United Nations Environmental Program ; 国連環境計画 
UR Unit Risk ; ユニットリスク 
USEPA United States Environmental Protection Agency ; アメリカ環境保護庁 
USPAA United States Presidential/Congressional Commission ; アメリカ大統領府・議会諮問
委員会 
VOCs Volatile Organic Compounds ; 揮発性有機化合物 
VOCBASE A database on odour thresholds and mucous membrane irritation thresholds ; 臭気閾値
および粘膜刺激閾値に関するデータベース 
VVOCs Very Volatile Organic Compounds ; 超揮発性有機化合物 
WHO World Health Organization ; 世界保健機関 
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